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Abstract

In the last decade, Chinse enterprises are aggressively developing into global businesses.

However, their operating behavior appears to differ from the development strategies of global

companies from developed countries. This is because Chinese enterprises have a huge market

in their own country and thus are able to develop differently.

We hypothesize through examination of a number of case studies of Chinese global

enterprises that a number of Chinese global enterprises, aim to enforce their competitive

superiority by expanding in China and focus less on expanding outside of the Chinese market,

so called “ZAI HUI LAI” strategic companies.

In this paper we report the research on how Chinese Enterprise’s Subsidiaries are

managed in Japan and as a result, we identify the characteristics of “ZAI HUI LAI”

companies’ strategic management.
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１． アンケート調査の背景と概要

これまで，われわれは，中国経済及び中国企業のグローバル化に関する文献

及び資料の収集・分析を通じて，その成長とグローバル化の発展プロセスを明

らかにしてきた１）。すなわち，中国経済及び中国企業は，外資企業を積極的に

誘致して「内なるグローバル化（「引進来戦略」）」を進めて「世界の工場」とい

われるまでに経済力を強化し，その後に海外直接投資を積極的に進めて「外へ

のグローバル化（「走出去戦略」）」を実現してきたことを明らかにしてきた。し

かしながら，その研究プロセスの中で，「外へのグローバル化（「走出去戦略」）」

を進める中国企業のすべてが，従前先進国が展開してきたのと同様に，自国以

外の市場における事業拡大に焦点を当てた海外進出を目的としているわけでは

ないとの仮説を得るに至った。つまりそれは，海外進出している中国企業の中

で，すべてとはいえないものの，少なからぬ企業が，今後も経済成長が期待さ

れる中国国内市場でのグローバル競争における競争優位性構築を目的としたグ

ローバル戦略，すなわち「再回来戦略」を展開するために，海外進出を進めて

いるという試論であり，それら企業の事業展開や経営体制の実態を明らかにす
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ることによって，新たな発見が得られるのではないかと考えたのである。

（１） 調査分析の目的と手順

この試論を肯定的に捉えるとすれば，「再回来戦略」を展開する企業群の海

外事業展開は，自国市場以外の市場拡大に主眼をおいた国際化戦略，グローバ

ル戦略とは，異なる戦略的意図の，異なるパターンの事業展開であり，それら

企業の事業展開や組織管理体制，企業統治体制にも少なからず違いがみられる

はずである。

そこで，その試論の下で，近年，「外へのグローバル化」を進めている中国

企業（「走出去戦略」および「再回来戦略」を展開している中国企業）が，先進国市

場である日本市場において，どういった経営体制で，どのような事業を展開し

ているかを検討するとともに，「再回来戦略」を志向している中国企業の企業

行動には，どういった特性があるかを明らかにすることを目的として，「アジ

ア企業（中国企業，香港企業，台湾企業）の在日法人」を対象にして郵送による

アンケート調査を実施し，それによって得られた回答を，以下の手順で分析を

進めてきた。

はじめに，本調査に回答してくれたアジア企業の在日法人全体が，どういっ

た属性を持っているのかについて明らかにした。その後，中国大陸に本社を置

く「中国企業群」と，香港及び台湾に本社を置く「先進地域企業群」とに分類

して，それぞれの経営体制について比較分析を行い，それらの企業群の特性を

明らかにした（図表１－１の中の①の部分）。さらに，回答企業の内，中国市場を

図表１－１ 分析の手順

先進地域企業 中国企業

中
国
市
場
を
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る
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重視する企業だけを抽出し，それら企業を「中国企業群」と「先進地域企業

群」とに分類して，それぞれの経営体制について比較分析を行い，それらの企

業群の特性を明らかにした（図表１－１の中の②の部分）。そして，最後に，中国

大陸に本社を置く企業群だけを抽出して，それら企業の中で中国市場を重視す

る企業とそれ以外の市場を重視する企業を，「中国市場重視企業群」と「その

他市場重視企業群」に分類して，それぞれの経営体制について比較分析を行い，

中国市場を重視してグローバル化を展開している中国企業群，すなわち「再回

来戦略」をとっている企業の特性を明らかすることを試みた（図表１－１の中の

③の部分）。

（２） 調査対象企業について

アンケート調査票の郵送先企業は，「在日アジア企業」の中で，中国（中国

大陸），香港，台湾からの出資比率が５０％を超えている企業である（図表１－２）。

それら企業のリストは，帝国データバンクから得られた企業４６５件，および東

洋経済社の『外資系企業総覧 2014』から得られた２４０件の内，両社の間で重

複する企業を除いた合計５９８社である。調査票は，経営管理部門あるいは経営

企画部門の担当者に対して送付し回答を求めた。郵送先の内訳は，中国企業

２２１社，香港企業２０３社，台湾企業１７４社である。有効回答数は７９社，有効

回答率は１３．２％であり，有効回答企業の内，中国企業は２９社で３６．７％，香

港企業は１７社で２１．５％，台湾企業は３３社で４１．８％であった。

次に，アンケート調査に回答してくれた「アジア企業の在日法人」全体の概

要についてみていくことにする。

図表１－２ アンケートの送付と回収状況

郵送先企業数 回収回答数 有効回答率

合 計 ５９８社 ７９社 １３．２％

中国大陸 ２２１社 ２９社 １３．１％

香 港 ２０３社 １７社 ８．４％

台 湾 １７４社 ３３社 １９．０％
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（３） グローバル・グループ企業の概要

アンケートに回答した「アジア企業の在日法人」に対して出資比率が５０％

を超える出資企業（以下，「グローバル・グループ企業」あるいは「GG 企業」と呼

ぶ）の概要についてみていく（図表１－３）。

グローバル・グループ企業を本社所在地別にみると，台湾に本社を置く企業

の割合が最も多くその割合は４１．８％，次に中国大陸の３６．７％，香港企業が最

も少なく２１．５％であった。また，業種別分類では，製造業が５９．５％，非製造

業が３６．７％，その他が３．８％である。それら企業の内，およそ半分の企業は

売上高５００億円未満，５００億円～３，０００億円未満の企業が２８．０％，３，０００億円

以上の企業の割合は２０．０％である。また，従業員数でみると，１，０００人未満

の企業の割合が４４．２％，１，０００人から１万人の企業が２９．９％，１万人を超える

企業が２６．０％であった。

以上のことから，今回の分析対象とした「アジア企業の在日法人」のグロー

バル・グループ企業は，相対的に小規模であり，その多くは中堅企業に分類さ

れるといえる。

（４） アジア企業の在日法人の概要

次に，アンケート調査に回答してくれた「アジア企業の在日法人」全体の概

要についてみていくことにする（図表１－４）。

グローバル・グループ企業の傘下にある在日法人の業種別分類では，非製造

図表１－３ 回答企業のグローバル・グループ企業の概要

国籍別分類

中国大陸
２９社，３６．７％

香港
１７社，２１．５％

台湾
３３社，４１．８％

業種分類

a 製造業
５９．５％

b 非製造業
３６．７％

c その他
３．８％

売上規模分類

a５００億円未満
５２．０％

b５００億円～３，０００億円
２８．０％

c３，０００億円以上
２０．０％

従業員分類

a１千人未満
４４．２％

b１千人～１万人
２９．９％

c１万人以上
２６．０％
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業が全体の５８．４％を占めている。それら企業の売上高をみると，１億円以上

１００億円未満の企業が８０％以上を占めており，その多くは中堅規模の企業で

ある。グローバル・グループ企業全体の売上高に在日法人の売上高が占める割

図表１－４ 回答企業の在日法人の概要
業種分類：

a 製造業，３７．７％ b 非製造業，５８．４％ c その他，３．９％

売上規模分類：

a１億円未満，１２．７％ b１億円～１００億円，８１％ c１００億円以上，６．３％

グループ全体の売上に占める割合：

a１０％未満，７０．１％ b１０％～３０％，１８．２％ c３０％～７０％，１１．７％

従業員規模の分類： d５０人～１００人未満，
３．９％

a５人未満，２５．３％ b５人～１０人未満，２７．８％ c１０人～５０人未満，３１．６％
ee１１００００人人以以上上，，
１０．１％

外国人従業員の分類：

a いない，２７．８％ b３０％未満，４４．３％ c３０％～５０％，１１．４％ d５０％以上，１６．５％

設立時期の分類：

a２０００年以前，１７．７％ b２００１年～２００８年，４０．５％ c２００９年以降，３１．６％

外資が５０％を超えた時期の分類：

a２０００年以前，２７．８％ b２００１年～２００８年，４０．５％ c２００９年以降，４１．８％

外資出資比率の分類：

a１００％出資，７６．９％ b５０％以上１００％未満，２３．１％

設立形態の分類：

a 合併設立，１４．１％ b 独資設立，７１．８％
c 買収，
１２．８％

d その他，
１２．８％

外国人取締役員の分類：

a いない，１９．２％ b 半数以下，１１．５％ c 過半数，３４．６％ d 全員，３４．６％

トップの国籍の分類：

a 日本人，３６．７％ b 本国人，５７．０％ c 第三国人，６．３％

日本法人の主要機能： dd ススタタッッフフ機機能能，，
５．１％

a 営業・販売マーケティング機能，７２．２％
b 生産機能，
１１．４％

c 研究開発機能，
１１．４％ ee そそのの他他機機能能，，

２．５％
過去３年間の業績状況：

a 増収増益，４４．３％
b 増収減益，
１３．９％

c 減収増益，
７．６％

d 減収減益，
１１．４％

ee 横横ばばいい，，２２２２．．８８％％
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合が１０％未満の企業は全体の７０．１％である。従業員数でも，１０人以下の企

業が過半数を占めており，１００人を超える企業は１割である。また，外国人を

雇用していない企業の割合が２７．８％，外国人従業員の割合が３０％未満の企業

は４４．３％である。

在日法人の設立時期については，２０００年以降に設立された企業が

７２．１％，２００８年のリーマンショック以降に設立された企業が全体の３１．６％を

占めている。設立形態では，外資単独出資で設立された企業の割合は７１．８％

を占め，共同出資で設立された合弁企業は１４．１％，買収によって設立された

企業は１２．８％である。それら在日法人が果たす主要な機能として，７２．２％の

企業で営業・販売・マーケティング機能をあげている。

在日法人の内グローバル・グループ企業出身者がトップマネジメントに就い

ている企業の割合は全体の５７．０％で，日本人がトップマネジメントに就いて

いる企業の割合は３６．７％である。また，在日法人の取締役に外国人が就任し

ている割合は圧倒的に多く，取締役全員が外国人である企業の割合は３４．６％

に上っている。さらに，直近３年間の業績推移では，「増収増益」の企業の割

合が４４．３％，「増収減益」の企業が１３．９％，「ほぼ横ばい」の企業が２２．８％，

「減収増益」の企業が７．６％，「減収減益」の企業が１１．４％である。

以上のことから，今回分析対象とした「アジア企業の在日法人」の多くは，

グローバル・グループ企業の単独出資によって設立され，経営トップの大半は

親会社の出身者によって占められているといえる。また，それら企業の多くは，

営業・販売・マーケティングを主要機能とした，親会社の商品の販売や，製品

サポート，アフターサービスを提供する営業拠点であり，現段階では，グロー

バル・グループ企業全体の売上に占める割合は多くはないが，直近３年間は好

調な業績を上げているといえる。

２． 中国企業群と先進地域企業群の比較分析

以下では，「中国企業の在日法人」の経営実態を明らかにするために，アン

ケートに回答してくれた「アジア企業の在日法人」を，まず「中国企業群」と

「先進地域企業群」に二分して，比較分析していくことにする。

経済研究所研究報告（２０１６）
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（１） 中国企業群と先進地域企業群の分類と概要

本節では，回答企業を，中国大陸内にグローバル・グループ企業の本社を置

く「中国企業群」と，台湾あるいは香港にグローバル・グループ企業の本社を

置く「先進地域企業群」に分類して比較分析していくことにする。

本研究において比較分析をするのに際して，台湾企業あるいは香港企業を

「先進地域企業群」とした理由は，これら２つの地域に拠点を置く企業群は，

１９８０年以降中国を始めとした海外市場への企業進出を開始しているからであ

る。本節では，それら「先進地域企業群」と「中国企業群」との比較分析によ

って，中国企業（中国大陸を拠点とする中国企業）のグローバル化の特徴を明ら

かにすることを試みる。分類された企業群は，それぞれ「中国企業群」は２９

社，「先進地域企業群」は５０社である。

これら企業群のグローバル・グループ企業の業種をみると（図表２－１），中

国企業群では製造業が５５．２％，非製造業が３７．９％で，先進地域企業群では製

造業が６２．０％，非製造業３６．０％と，両者の間にあまり大きな違いはみられな

い。グローバル・グループ企業の売上高と従業員規模でみると，中国企業群の

図表２－１ 中国企業群と先進地域企業群のグローバル・グループの現状

a 中国，３６．７％ b 先進地域，６３．３％

グループの業種分類の比較：

a 中国 n＝２９
a 製造業
５５．２％

b 非製造業
３７．９％

c その他
６．９％

b 先進地域 n＝５０
a 製造業
６２．０％

b 非製造業
３６．０％

c その他
２．０％

グループの業種分類の比較：

a 中国 n＝２８
a５００億円未満
４２．９％

b５００億円～３，０００億円，
２８．６％

c３，０００億円以上
６．９％

b 先進地域 n＝４７
a５００億円未満
５７．４％

b５００億円～３，０００億円，
２７．７％

c３，０００億円以上
１４．９％

グループの業種分類の比較：

a 中国 n＝２９
a１千人未満
３１．０％

b１千人～１万人
３１．０％

c１万人以上
３７．９％

b 先進地域 n＝４８
a１千人未満
５２．１％

b１千人～１万人
２９．２％

c１万人以上
１８．８％
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図表２－２ 中国企業群と先進地域企業群の在日法人の現状

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４８

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４９

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４９

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４９

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝５０

在日法人の業種分類の比較：

a 製造業，３１．０％ b 非製造業，３１．０％ c その他，６．９％

a 製造業，４１．７％ b 非製造業，５６．３％ c その他，２．１％

在日法人の売上高規模の比較：
a１億円未満，
６．９％

b１億円以上１００億円未満，
７９．３％

c１００億円以上，
１３．８％

a１億円未満，
１６．０％

b１億円以上１００億円未満，
８２．０％

c１００億円以上，
２．０％

在日法人の従業員規模の比較：
a５人未満，
３１．０％

b５人～１０人未満，
２４．１％

c１０人～５０人未満，
２７．６％

d５０人以上，
１７．２％

a５人未満，
２２．０％

b５人～１０人未満，
３０．０％

c１０人～５０人未満，
３４．０％

d５０人以上，
１４．０％

在日法人の外国人従業員比率の比較：
a５人未満，
３１．０％

b５人～１０人未満，
２４．１％

c１０人～５０人未満，
２７．６％

d５０人以上，
１７．２％

a５人未満，
２２．０％

b５人～１０人未満，
３０．０％

c１０人～５０人未満，
３４．０％

d５０人以上，
１４．０％

在日法人の設立時期の比較：

a２０００年以前，３７．９％ b２００１年～２００８年，３４．５％ c２００９年以降，２７．６％

a２０００年以前，２２．０％ b２００１年～２００８年，４４．０％ c２００９年以降，３４．０％

在日法人のが外資支配になる時期の比較：

a２０００年以前，２４．１％ b２００１年～２００８年，２７．６％ c２００９年以降，４８．３％

a２０００年以前，１４．０％ b２００１年～２００８年，４８．０％ c２００９年以降，３８．０％

在日法人の外資出資比率の比較：

a１００％出資，７５．９％ b５０％以上１００％未満，
２４．１％

a１００％出資，７７．６％
b５０％以上１００％未満，

２２．４％

在日法人の設立形態の比較：
a 合併設立，
１４．０％

b 独資設立，７２．４％
c 買取，
１７．２％

a 合併設立，
１６．３％

b 独資設立，７１．４％
c 買取，
１０．２％ d その他，

１０．２％
在日法人の外国人取締役比率の比較：

a いない，１７．２％ c 過半数，４１．４％ d 全員，３７．９％
b 半数以下，３．４％

a いない，２０．４％ b 半数以下，１６．３％ c 過半数，３０．６％ d 全員，３２．７％

在日法人のトップの国籍の比較：

a 日本人，３１．０％ b 本国人，６９．０％

a 日本人，４０．０％ b 本国人，５０．０％ c 第三国人，３０．６％

在日法人の過去３年業績の比較： d 減収減益，
３．４％

a 増収増益，４４．８％ b 増収減益，２０．７％
c 減収増益，
１３．８％

e 横ばい，
１７．２％

b 増収減益，
１０．０％a 増収増益，４４．０％

d 減収減益，
１６．０％

e 横ばい，
２６．０％c 減収増益，

４．０％
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方が相対的に規模の大きい企業の割合が多い。

また，中国企業群と先進地域企業群との在日法人の業種別分類では，中国企

業群で製造業が３１．０％，先進地域企業群で製造業が４１．７％である。在日法人

の設立時期では，中国企業群が先進地域企業群に比べて早いが，２００８年まで

に外国資本が半数を超えた企業の割合でみると，先進地域企業群の方がその割

合は多い（図表２－２）。また，在日法人の設立形態は，外国企業単独資本の企

業は両者ともに７５％を超えているが，先進地域企業群の方が合弁による設立

が多く，中国企業群で買収の割合が相対的に多い。

在日法人の売上高でみると，中国企業群と先進地域企業群の間にあまり差が

なく，従業員も１０人程度であり，いずれの企業群でも中小中堅企業に分類さ

れる企業が多い。また，在日法人のトップが本国人である企業の割合では，中

国企業群で６９．０％，先進地域企業群で５０．０％であり，取締役の外国人比率も，

中国企業群の方が先進地域群より高い。

以上の分析から，中国企業群と先進地域企業群両者の在日法人については，

あまり大きな差異はみられないものの，中国企業群の方が在日法人の経営トッ

プを本国出身者が占める割合が多く，また，本国人が役員に占める割合が多い

傾向にある。

次に中国企業群と先進地域企業群の在日法人の経営体制の特徴について，日

本市場の魅力，事業展開，組織管理体制，企業統治体制の４つの側面から分析

していくことにする２）。

（２） 日本市場の魅力

日本市場の魅力について，中国企業群と先進地域企業群をみていくことにす

る（図表２－３および図表２－４）。

中国企業群と先進地域企業群を比較すると，「インフラが充実している」，「生

活環境が整備されている」，「法整備が充実している」といった項目では，両企

業群とも日本市場の魅力を等しく高く評価しているが，「市場規模が大きい」，

「付加価値や流行に，敏感に反応する」といった点で，先進地域企業群が日本

市場の魅力を高く評価する傾向にある。それに対して，「研究開発環境の質が

高い」，「有能な人材を確保できる」，「グローバルな企業や関連企業が集積して

いる」，「地理的に恵まれている」，「金融環境が充実している」など技術や資金，
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人材確保に関連する項目で中国企業群の方が日本市場の魅力度を高く評価する

傾向がみられる。

さらに，日本市場の魅力について，中国企業群と先進地域企業群とを構成比

で比較すると，人材や研究開発に関わる項目のうち，「有能な人材を確保でき

る」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群（６４．３％），先進地域

企業群（６１．７％）ともに高い割合を示すが，特に肯定的に捉える企業の割合で

は，中国企業群（１７．９％）が，先進地域企業群（１０．６％）を上回っている３）。ま

た，「グローバル企業や関連企業が集積している」について肯定的に捉える企

業の割合は，中国企業群が７７．７％，先進地域企業群が５７．５％であり，特に肯

定的に捉えている企業だけを取り上げると，先進地域企業群が１４．９％である

のに対して，中国企業群は３３．３％と高い割合になっている。同様に，「研究開

発環境の質が高い」について，肯定的に捉える企業の割合は，先進地域企業群

が５７．５％であるのに対して，中国企業群が７８．５％であり，特に肯定的に捉え

る企業だけを取り上げると，中国企業群が３２．１％，先進地域企業群が１２．８％

と大きな差がみられる。

図表２－３ 日本市場の魅力に関して中国企業群と先進地域企業群の比較

質問項目 中国企業群 先進地域企業群

１ 所得水準が高い ３．０７ ２．８８

２ 市場規模が大きい ２．８９ ３．０２

３ 付加価値や流行に，敏感に反応する ３．０４ ３．１３

４ 有能な人材を確保できる ２．７５ ２．６６

５ グローバル企業や関連企業が集積している ３．００ ２．６６

６ 地域統括拠点として最適である ２．７１ ２．５２

７ 競争力を検証できる ２．８６ ２．８２

８ 地理的に恵まれている ２．６４ ２．４４

９ 規制の開放度が高い ２．５０ ２．２９

１０ 研究開発環境の質が高い ３．０４ ２．６４

１１ インフラが充実している ３．３２ ３．３３

１２ 金融環境が充実している ２．７５ ２．５１

１３ 優遇措置などが充実している ２．１４ ２．１７

１４ 生活環境が整備されている ３．２９ ３．２３

１５ 法整備が充実している ３．０７ ２．９８
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図表２－４ 日本市場の魅力に関して中国企業と先進地域企業の構成比の比較

１ 所得水準が高い
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

２ 市場規模が大きい
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

３ 付加価値や流行に，
敏感に反応する

a 中国 n＝２７

b 先進地域 n＝４８

４ 有能な人材を確保で
きる

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

５ グローバル企業や関連
企業が集積している

a 中国 n＝２７

b 先進地域 n＝４７

６ 地域統括拠点として
最適である

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

７ 競争力を検証できる
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４９

８ 地理的に恵まれている
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

９ 規則の開放度が高い
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

１０研究開発環境が高い
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１１インフラが充実して
いる

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１２金融環境が充実して
いる

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１３優遇措置などが充実
している

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１４生活環境が整備され
ている

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１５法整備が充実している
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

３５．７％ ４６．４％ ２５．０％ ２５．０％

５４．２％ ２２．９％ ４．２％１８．８％

２５．０％ ５９．６％ ７．１％ １４．９％

２５．０％ ５４．２％ １８．８％ ２．１％

２２．２％ ６３．０％ １１．１％ ３．７％

２９．２％ ５６．３％ １２．５％ ２．１％

１７．９％ ４６．４％ ２８．６％ ７．１％

１０．６％ ５１．１％ ３１．９％ ６．４％

３３．３％ ４４．４％ １１．１％ １１．１％

１４．９％ ４２．６％ ３６．２％ ６．４％

１７．９％ ４６．４％ ２５．０％ １０．７％

８．３％ ４５．８％ ３５．４％ １０．４％

１７．９％ ５７．１％ １７．９％ ７．１％

１６．３％ ５３．１％ ２６．５％ ４．１％

１０．７％ ５７．３％ １７．９％ １４．３％

８．３％ ３７．５％ ４３．８％ １０．４％

１０．７％ ４２．９％ ３２．１％ １４．３％

４．２％ ３３．３％ ５０．０％ １２．９％

３２．１％ ３９．３％ １４．３％ ７．１％

１２．８％ ４４．７％ ３６．２％ ６．４％

４６．４％ ３９．３％ １４．３％

４７．９％ ３９．６％ １０．４％ ２．１％

２５．０％ ３５．７％ ２８．６％ １０．７％

６．４％ ４２．５％ ４６．８％ ４．３％

３．６％ ２８．６％ ４６．４％ ２１．４％

２．１％ ２７．７％ ５５．３％ １４．９％

５０．０％ ３５．７％ ７．１％ ７．１％

２９．２％ ６４．６％ ６．３％

３２．１％ ５３．６％ ３．６％ １０．７％

１６．７％ ５６．７％ １４．６％ ２．１％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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これらのことから，先進地域企業群と比較して中国企業群は，日本市場が有

能な人材を抱えるとともに，研究開発の質が高く，グローバル企業が集積して

いる点で魅力的な市場であると考えていることがわかる。

加えて，法制度に関わる項目をみていくと，「規制の開放度が高い」につい

て肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が５３．６％と半数を超えているが，

先進地域企業群では３７．５％で，特に肯定的に捉える企業の割合でも，中国企

業群が１０．７％，先進地域企業群が４．２％である。また，「金融環境が充実して

いる」について，肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６０．７％，先進

地域企業群が４９．０％で，特に肯定的に捉える企業だけを取り上げると，中国

企業群が２５．０％，先進地域企業群が６．４％と顕著な差がみられる。

これらの分析から，中国企業群にとって，日本市場は，豊かで大きな市場規

模，人材の確保，研究開発能力の高さ，資金調達や資金移動などの点で，魅力

的な市場であると考えているのであると理解される。

（３） 事業展開

以下では，中国企業群と先進地域企業群の事業展開についてみていくことに

する（図表２－５および図表２－６）。

図表２－５からも明らかなように，「国内で既存事業を強化する」，「国内で新

しい事業を立上げる」，「グローバル・グループ企業の関連事業を強化する」，「海

外市場で日本のブランドを活用する」，「海外市場で日本で獲得した技術を活用

する」といった項目で，中国企業群の方が先進地域企業群よりも高いポイント

を上げている。それに対して，「日本の製品・サービスを海外市場で展開する」，

「日本企業以外の海外企業と提携する」の項目では，先進地域企業群のポイン

トが高くなっている。

これを構成比で比較すると，「国内で既存事業を強化する」についてはあま

り大きな違いはみられない。また，「国内で新しい事業を立上げる」について

肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群が６０．７％，先進地域企業群が

５６．３％とあまり大きな差はみられないが，特に肯定的に捉える企業だけを取

り上げると，中国企業群が２５％，先進地域企業群が１８．８％と少なからず差が

みられる。さらに，「グローバル・グループ企業の関連事業を強化する」につ

いて肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６７．８％，先進地域企業群が
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５６．２％となり，特に肯定的に捉える企業だけを取り上げると，中国企業群が

３２．１％，先進地域企業群が２０．８％と少なからず差がみられる。こうしたこと

から，先進地域企業群に比べて，中国企業群は日本において新規事業やグロー

バル・グループ企業の関連事業を強化する傾向が強いことが理解される。

また，「海外市場で日本のブランドを活用する」について肯定的に捉える企

業の割合は，中国企業群が５０．０％，先進地域企業群が３８．３％であり，「海外

市場で日本で獲得した技術を活用する」について肯定的に捉える企業の割合は，

中国企業群が５７．２％，先進地域企業群が４９．０％で，特に肯定的に捉える企業

の割合は，中国企業群が２８．６％，先進地域企業群が１０．２％となっている。そ

れに対して，「日本の製品・サービスを海外市場で展開する」について肯定的

に捉える企業の割合は，中国企業群が２５．０％，先進地域企業群が３８．３％であ

る。

このことから，先進地域企業群が日本の製品・サービスに関心が強い傾向に

あるのに対して，中国企業群の日本国内での事業展開は日本の技術を活用する

ことに関心が強い傾向にあるといえる。

さらに，「国際的な価格競争力を強化する」について肯定的に捉える企業の

割合をみると，中国企業群が５０．０％，先進地域企業群が３５．４％であり，日本

市場においても依然として中国企業群は，価格競争力を重視する傾向にあるこ

図表２－５ 事業展開に関して中国企業群と先進地域企業群の比較

質問項目 中国企業群 先進地域企業群

１ 国内で既存事業を強化する ３．２１ ３．１９

２ 国内で新しい事業を立上げる ２．７１ ２．５６

３ GG 企業の関連事業を強化する ２．８６ ２．５４

４ 海外市場で日本のブランドを活用する ２．５０ ２．２８

５ 海外市場で日本で獲得した技術を活用する ２．７５ ２．３５

６ 国際的な価格競争力を強化する ２．４６ ２．１７

７ 日本の製品・サービスを海外市場で展開する ２．０４ ２．０６

８ コスト競争力を強化する ２．２５ ２．２３

９ 日本の同業他社と提携する ２．１８ ２．０７

１０ 日本の異業種・異分野の企業と提携する １．８９ １．８７

１１ 日本企業以外の海外企業と提携する １．９６ ２．０６
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とが指摘される。その一方で，「コスト競争力を強化する」について肯定的に

捉える企業の割合は，中国企業群が４６．４％，先進地域企業群が４０．４％である

が，特に肯定的に捉える企業だけでみると，中国企業群が７．１％であるのに対

して，先進地域企業群では１４．９％と高い割合になっている。

他方，提携による事業展開についてみると，提携を志向する企業の数は全体

的に少ないが，その中で中国企業群では，「日本の同業他社と提携する」の割

合が相対的に高く，既存事業およびそれに関連する事業に関わる提携を重視す

る傾向が強いといえる。

図表２－６ 事業展開に関して中国企業群と先進地域企業群の構成比の比較

１ 国内で既存事業を強化
する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

２ 国内で新しい事業を立
上げる

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

３ CG 企業の関連事業を
強化する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

４ 海外市場で日本のブラン
ドを活用する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

５ 海外市場で日本で獲得し
た技術を活用する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４９

６ 国際的な価格競争力を
強化する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

７ 日本の製品・サービスを
海外市場で展開する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

８ コスト競争力を強化する
a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

９ 日本の同業他社と提携
する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４６

１０日本の異業種・異分野
の企業と提携する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１１日本企業以外の海外企
業と提携する

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

３５．７％ ５３．６％ ７．１％ ３．６％

４３．８％ ３９．６％ ８．３％ ８．３％

２５．０％ ３９．７％ ２５．０％ １４．３％

１８．８％ ３７．５％ ２５．０％ １８．８％

３２．１％ ３５．７％ １７．９％ １４．３％

２０．８％ ３５．４％ ２０．８％ ２２．９％

２１．４％ ２８．６％ ２８．６％ ２１．４％

１７．０％ ２１．３％ ３４．０％ ２７．７％

２８．６％ ２８．６％ ３２．１％ １０．７％

１０．２％ ３８．８％ ２６．５％ ２４．５％

１７．９％ ３２．１％ ２８．６％ ２１．４％

８．３％ ２７．１％ ３７．５％ ２７．１％

７．１％ １７．９％ ４６．４％ ２８．６％

６．４％ ３１．９％ ２３．４％ ３８．３％

７．１％ ３９．３％ ２５．０％ ２８．６％

１４．９％ ２５．５％ ２７．７％ ３１．９％

１４．３％ ２１．４％ ３２．１％ １２．１％

４．３％

１０．７％ ７．１％ ４２．９％ ３９．３％

２．１％ ２３．４％ ３４．０％ ４０．４％

７．１％ １７．９％ ３９．３％ ３５．７％

６．４％ ２７．７％ ３１．９％ １４．０％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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以上のことから，中国企業の在日法人の日本国内における事業展開は，自社

がもつ価格競争力を武器にしながら，日本で獲得した技術を活用し既存事業を

強化すると同時に，グループ企業の事業に関連する新規事業を立ち上げる傾向

にあるといえる。

（４） 組織管理体制

次に，これら２つの企業群の在日法人の組織管理体制について，比較分析し

ていくことにする（図表２－７および図表２－８）。

中国企業群と先進地域企業群とをポイントでみると，「世界的に情報を共有

している」，「グループ企業間で人材交流を進めている」，「スキルがある中途採

用者を積極的に採用している」といった項目では，２つの企業群に大きな差が

みられないものの，「地球規模で理念やビジョンを共有する」，「実質的な意思

決定は日本法人のトップが下している」，「国籍を問わずに人材を採用してい

る」，「優秀な人材をヘッドハンティングしている」，「本国人社員を積極的に活

用している」，「国籍によって異なる人事制度を採用している」などの項目で，

中国企業群が先進地域企業群を上回っている。

さらに，これを構成比で分析すると，「地球規模で理念やビジョンを共有し

ている」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６２．１％，先進

地域企業群が５７．４％とほぼ差はみられないが，特に肯定的に捉える企業の割

合だけを取り上げると，中国企業群が２０．７％であるのに対して，先進地域企

業群ではわずか２．１％に過ぎない。また，「実質的な意思決定は日本法人のト

ップが下している」について肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群が

７９．３％，先進地域企業群が４７．８％で，特に肯定的に捉える企業だけを取り上

げると，中国企業群が３７．９％，先進地域企業群が１７．４％と少なからぬ差がみ

られる。さらに，「世界的に情報を共有している」について肯定的に捉える企

業の割合は，中国企業群が６２．０％，先進地域企業群が５５．４％で，特に肯定的

に捉える企業の割合は，中国企業群が２４．１％，先進地域企業群が１７．０％であ

り，これについても差がみられる。

人事制度にかかわる項目では，年功序列型管理について２つの企業群はとも

に否定的であり，「長期雇用が前提である」について肯定的に捉える企業の割

合でも，中国企業群（７９．３％）と先進地域企業群（６８．１％）に大きな差はみられ
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ない。しかし，「国籍によって異なる人事制度を採用している」について肯定

的に捉える企業の割合は，中国企業群が２４．１％，先進地域企業群が１３．３％で，

特に肯定的に捉える企業だけを取り上げると，中国企業群が２０．７％，先進地

域企業群が２．２％と中国企業群の方が高い割合になっている。

「国籍を問わずに人材を採用している」について肯定的に捉える企業の割合

は，中国企業群が８６．２％，先進地域企業群が６３．８％，特に肯定的に捉える企

業の割合でも，中国企業群が４１．３％，先進地域企業群が２９．８％と差がみられ

る。さらに，「本国人社員を積極的に活用している」について肯定的に捉える

企業の割合では，中国企業群が７９．３％，先進地域企業群が４６．８％で，特に肯

定的に捉える企業だけを取り上げても，中国企業群が３４．５％，先進地域企業

群が１２．８％であり，中国企業群の方が本国人を積極的に採用する傾向にある

ことが分かる。

「グループ企業間で人材交流を進めている」，「スキルがある中途採用者を積

極的に採用している」については，中国企業群と先進地域企業群との間に大き

な差はみられないが，「優秀な人材をヘッドハンティングしている」について

肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が４１．４％，先進地域企業群が２６．１％

図表２－７ 組織管理体制に関して中国企業群と先進地域企業群の比較

質問項目 中国企業群 先進地域企業群

１ 地球規模で理念やビジョンを共有している ２．７２ ２．４９

２ 実質的な意思決定は日本法人のトップが下している ３．０３ ２．３７

３ 世界的に情報を共有している ２．７２ ２．６２

４ 年功序列を重視している ２．１７ １．７０

５ 長期雇用が前提である ３．０７ ２．７７

６ 国籍を問わずに人材を採用している ３．２４ ２．８３

７ グループ企業間で人材交流を進めている ２．５９ ２．５７

８ スキルがある中途採用者を積極的に採用している ３．３４ ３．３２

９ 優秀な人材をヘッドハンティングしている ２．３４ １．９６

１０ 人材配置は日本法人が決定している ２．７９ ２．６２

１１ 本国人社員を積極的に活用している ３．０７ ２．３２

１２ 社員の教育は OJT が中心である ２．８９ ３．０４

１３ 外国人社員の人材育成を日本で行っている ２．５２ ２．３０

１４ 国籍によって異なる人事制度を採用している ２．００ １．５３
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で，特に肯定的に捉える企業群だけを取り上げても，その割合は，中国企業群

が１７．２％，先進地域企業群が２．２％と差がみられる。

他方，「人材配置は日本法人が決定している」について肯定的に捉える企業

図表２－８ 組織管理体制に関して中国企業群と先進地域企業群の構成比の比較

１ 地球規模で理念やビジョ
ョンを共有している

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４６

３ 世界的に情報を共有し
ている

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

４ 年功序列を重視して
いる

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

５ 長期雇用が前提である
a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

６ 国籍を問わずに人材を
採用している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

７ グループ企業間で人材
交流を進めている

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

９ 優秀な人材をヘッドハ
ンティングしている

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４６

１０人材配置は日本法人が
決定している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

１１本国人社員を積極的に
活用している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４７

１２社員の教育は OJT が
中心である

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

１３外国人社員の人材育成
を日本で行っている

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４６

１４国籍によって異なる人
事制度を採用している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４５

２０．７％ ４１．４％ ２７．６％ １０．３％

２．１％ ５５．３％ ３１．９％ １０．６％

２ 実質的な意思決定は日
本法人のトップが下し
ている

３７．９％ ４１．４％ ６．９％ １３．８％

１７．４％ ３０．４％ ２３．９％ ２８．３％

２４．１％ ３７．９％ ２４．１％ １３．８％

１７．０％ ３８．３％ ３４．０％ １０．６％

６．９％ ２７．６％ ４１．４％ ２４．１％

１４．９％ ４０．４％ ４４．７％

３１．０％ ４８．３％ １７．２％ ３．４％

２３．４％ ４４．７％ １７．０％ １４．９％

４１．４％ ４４．８％ １０．３％ ３．４％

２９．８％ ３４．０％ ２５．５％ １０．６％

１７．２％ ４１．４％ ２４．１％ １７．２％

１９．１％ ３６．２％ ２７．９％ １７．０％

８ スキルがある中途採用
者を積極的に採用して
いる

０．０％４８．３％ ４４．８％ ６．９％

４６．８％ ４０．４％ １０．６％ ２．１％

１７．２％ １０．３％ １０．３％ １０．３％

２．２％ ２３．９％ ４１．３％ ３２．６％

３４．５％ ２７．６％ ２０．７％ １７．２％

２１．３％ ３８．３％ ２１．３％ １９．１％

３４．５％ ４４．８％ １３．８％ ６．９％

１２．８％ ３４．０％ ２５．５％ ２７．７％

２５．０％ ５０．０％ １４．３％ １０．７％

３６．２％ ３８．３％ １９．１％ ６．４％

２７．６％ ２４．１％ ２０．７％ ２７．６％

１７．４％ ３０．４％ １７．４％ ３４．８％

２０．７％ ３．４％ ３１．０％ ４４．８％

２．２％１１．１％ ２４．４％ ６２．２％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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の割合は，中国企業群が６２．１％，先進地域企業群が５９．６％とほぼ差はないが，

特に肯定的に捉える企業だけを取り上げると，中国企業群が３４．５％，先進地

域企業群が２１．３％となり，中国企業群の方が，在日法人に人事権を委譲する

傾向がやや高いといえる。

その一方で，「社員教育」についてみると，「社員の教育は OJT が中心であ

る」について肯定的に捉える企業の割合にほぼ差がみられない。また，「外国

人社員の人材育成を日本で行っている」について肯定的に捉える企業の割合は，

中国企業群が５１．７％，先進地域企業群が４７．８％であり差はみられない。

以上の分析から，中国企業群は，先進国企業群に比べて，日本法人トップに

対して権限を委譲する傾向があり，また，国籍によって異なる人事制度をとり，

本国出身者を積極的に育成し活用している傾向にあるといえる。

（５） 企業統治体制

本節の最後では，２つの企業群の在日法人の企業統治体制について比較分析

する（図表２－９および図表２－１０）。

企業統治体制について，中国企業群と先進地域企業群を平均値で比較すると，

「グループ企業の支配関係を強化している」と「経営トップの国籍は問わない」

の以外の項目で，中国企業群のポイントが高くなっている。とりわけ，「積極

的に情報開示している」，「日本法人は自律的に事業展開している」，「コンプラ

イアンスが有効に機能している」の３つの項目で，中国企業群のポイントが高

くなっている。

企業統治体制について構成比で比較すると，「株主の意見を経営に反映させ

ている」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が７５．０％，先進

地域企業群が６７．４％で，両者の間にあまり差はみられないが，特に肯定的に

捉える企業だけでみると，その割合は，中国企業群が３２．１％，先進地域企業

群が１９．６％と少なからず差がみられる。しかし，「グループ企業の支配関係を

強化している」と「完全持株会社によって統括している」をみると，前者につ

いては，中国企業群が６６．７％，先進地域企業群が６２．５％であるが，特に肯定

的に捉える企業だけを取り上げると，その割合は，中国企業群が１４．８％であ

るのに対して，先進地域企業群が２９．２％と逆転している。同様に，後者につ

いても，肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が７８．６％，先進地域企業
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群が６３．８％であるのに対して，特に肯定的に捉える企業だけを取り上げると，

その割合は，中国企業群が２８．６％，先進地域企業群が３６．２％と逆転傾向がみ

られる。その理由として，中国企業群と先進地域企業群の間で，子会社のコン

トロール（統制）の具体的施策や考え方に若干の違いがあると類推される。ま

た，「日本法人は自律的に事業展開している」と肯定的に捉える企業の割合は，

中国企業群が８５．８％，先進地域企業群が６０．４％で，特に肯定的に捉える企業

の割合は，中国企業群が４２．９％，先進地域企業群が２２．９％である。

これらのことから，事業展開に対して中国企業群は，先進地域企業群に比較

して，在日法人に相対的に高い自律性を付与しているといえる。

内部統制や情報開示についてみると，「内部統制が健全に機能している」に

ついて肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が７９．３％，先進地域企業群

が６６．６％で，特に肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が１３．８％，先進

地域企業群が８．３％である。また，「情報開示や法律遵守」にかかわる項目を

みると，「積極的に情報開示している」について肯定的に捉える企業の割合は，

中国企業群が６７．９％，先進地域企業群が４１．７％で，特に肯定的に捉える企業

だけを取り上げると，その割合は，中国企業群が２５．０％，先進地域企業群が

４．２％である。

さらに，「コンプライアンスが有効に機能している」について肯定的に捉え

図表２－９ 企業統治体制に関して中国企業群と先進地域企業群の比較分析

質問項目 中国企業群 先進地域企業群

１ 株主の意見を経営に反映させている ２．９３ ２．７０

２ グループ企業の支配関係を強化している ２．６７ ２．７９

３ 完全持株会社によって統括している ２．９６ ２．８１

４ 従業員持株比率が高まっている １．４３ １．３１

５ 積極的に情報開示している ２．７５ ２．１９

６ 日本法人は自律的に事業展開している ３．２５ ２．７１

７ コンプライアンスが有効に機能している ２．６８ ２．１９

８ 内部統制が健全に機能している ２．８６ ２．６７

９ 日本以外の法的規制を意識している ２．９３ ２．７７

１０ 経営トップの国籍は問わない ２．６８ ２．７１

１１ トップは改革推進型経営者である ３．０３ ２．８８
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る企業の割合は，中国企業群が７１．４％，先進地域企業群が３７．６％で，特に肯

定的に捉える企業の割合は，中国企業群が１４．３％，先進地域企業群が６．３％

である。「日本以外の法的規制を意識している」について肯定的に捉える企業

の割合は，中国企業群が７９．３％，先進地域企業群が６６．７％で，特に肯定的に

捉える企業の割合は，中国企業群が２０．７％，先進地域企業群が１８．８％である。

以上の分析から，先進地域企業群と比較して，中国企業群の方が，情報開示

やコンプライアンスなど経営体制のグローバル・スタンダードを強く意識して

経営を行う傾向にあることが推察される。

図表２－１０ 統治体制に関する中国企業群と先進地域企業群の比較分析

１ 株主の意見を経営に反
映させている

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４６

２ グループ企業の支配関
係を強化している

a 中国 n＝２７

b 先進地域 n＝４８

３ 完全持株会社によって
統括している

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４７

４ 従業員持株比率が高ま
っている

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

５ 積極的に情報開示して
いる

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

６ 日本法人は自律的に事
業展開している

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

７ コンプライアンスが有
効に機能している

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４８

８ 内部統括が健全に機能
している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４８

９ 日本以外の法的規制を
意識している

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４８

１０経営トップの国籍は問
わない

a 中国 n＝２８

b 先進地域 n＝４９

１１トップは改革推進型経
営者である

a 中国 n＝２９

b 先進地域 n＝４８

３２．１％ ４２．９％ １０．７％ １４．３％

１９．６％ ４７．８％ １５．２％ １７．４％

１４．８％ ５１．９％ １８．５％ １４．８％

２９．２％ ３３．３％ ２５．０％ １２．５％

２８．６％ ５０．０％ １０．７％ １９．１％

３６．２％ ２７．７％ １７．０％ １９．１％

７．１％ ２８．６％ ６４．３％

４．２％ ２２．９％ ７２．９％

２５．０％ ４２．９％ １４．３％ １７．９％

４．２％ ３７．５％ ３１．３％ ２７．１％

４２．９％ ４２．９％ １０．７％ ３．６％

２２．９％ ３７．５％ ２７．１％ １２．５％

１４．３％ ５７．１％ １０．７％ １７．９％

６．３％ ３１．３％ ３７．５％ ２５．０％

１３．８％ ６５．５％ １３．８％ ６．９％

８．３％ ５８．３％ ２５．０％ ８．３％

２０．７％ ５８．６％ １３．８％ ６．９％

１８．８％ ４７．９％ ２５．０％ ８．３％

２８．６％ ３５．７％ １０．７％ ２５．０％

２２．４％ ４２．９％ １８．４％ １６．３％

３７．９％ ３７．９％ １３．８％ １０．３％

１４．６％２７．１％ ４５．８％ １２．５％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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（６） ファインディングス

これまで本節では，アンケート調査に回答してくれた企業群を，「中国企業

群」と「先進地域企業群」とに分類して分析した結果，以下のようなファイン

ディングスが得られた。

両者の在日法人の設立形態では，単独出資によるものが多く，それ以外の設

立形態をみると，中国企業群では相対的に買収によるものが多いのに対して，

先進地域企業群では合弁によるものが多い。また，在日法人の経営トップの国

籍について，両者とも経営トップの国籍は問わないと回答しているものの，中

国企業群ではおよそ７割を本国人（中国人）が占めていることは特徴的である

といえる。

日本市場の魅力について，先進地域企業群と比較して中国企業群の方が，日

本市場を有能な人材を抱え，研究開発環境が整備され，グローバル企業が集積

している魅力的な市場であると相対的に高く評価していると理解される。

また，日本国内での事業展開では，先進地域企業群で日本市場の製品サービ

スをグローバルに展開しようとしているのに対して，中国企業群では日本で獲

得した技術を活用することによって既存事業を強化するとともに，グローバル・

グループ企業と関連する新規事業を日本国内で立ち上げる傾向にある。さらに，

組織管理体制では，先進地域企業群と比較して，中国企業群の方が在日法人に

人事権を委譲する傾向が高いが，その一方で，本国人を積極的に採用するとと

もに，中国人社員を日本で教育する傾向が高いといえる。

他方，企業統治体制では，中国企業群と比較して先進国企業群の方が，在日

法人をグローバル・グループ全体の事業展開と関連づけて運営する傾向が強い

が，中国企業群では，在日法人に対して相対的に高い自律性を付与する傾向に

ある。また，中国企業群は，先進地域企業群に比べて相対的に，情報開示やコ

ンプライアンスなど経営体制のグローバル・スタンダードを強く意識した経営

を実践する傾向にあるといえる。

３．「中国市場を重視する」中国企業群と先進地域企業群との比
較分析

これまで，アンケートに回答してくれた企業を，中国企業群と先進地域企業
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群とに分類し，その比較を通じて，それぞれの在日法人の経営体制について検

討を加えてきた。以下では，これらの企業群の中で，中国市場を重視している

企業だけを抽出し，それら企業群の在日法人における経営体制について分析し

ていくことにする。

（１）「中国市場を重視する企業」の抽出と分類

回答企業の中で，「現在，最も重視する市場」として中国を挙げた企業は１６

社，「現在，次に重視する市場」として中国を挙げた企業は１８社で，合計３４

社である。ここでは，それら中国市場を重視する企業を「中国企業群」と「先

進国企業群」の二つに分類して比較分析することによって，中国企業の在日法

人の経営体制特徴を明らかすることを試みる。比較分析の対象企業は，中国企

業群が１５社，先進地域企業が１９社で，それら２つの企業群の経営特性をこれ

までと同様に，日本市場の魅力，事業展開，組織管理体制，企業統治体制の点

からみていくことにする（図表３－１）。

（２） 日本市場の魅力

日本市場の魅力について平均値によって両者を比較した結果が，図表３－２

である。

図表３－２に示されているように，日本市場の魅力に関するほとんどすべて

の項目で，中国企業群の平均値が高くなっている。同様の傾向は，構成比から

も理解される。とりわけ，消費市場の特性に関連する項目について，両者の間

に顕著な違いはみられない。「所得水準が高い」について，中国企業群が

８０．０％，先進地域企業群が６８．４％であり，特に肯定的に捉える企業の割合は，

中国企業群が３３．３％，先進地域企業群が１０．５％と少なからぬ差がある。

人材や研究開発に関わる項目についてもほぼ同じような傾向がみられるが，

図表３－１ 重視する市場による回答企業の再分類

中国企業
２０．０％

先進地域企業
２５．３％

その他市場重視
５４．７％

中国市場重視 その他市場重視
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「有能な人材を確保できる」について肯定的に捉える企業の割合はほぼ差がみ

られないが，特に肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群（２６．７％）の方

が先進地域企業群（１５．８％）より多い。また，「グローバル企業や関連企業が集

積している」について，肯定的に捉える企業の割合はほぼ同じであるが，特に

肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群（４０．０％）の方が先進地域企業群

（１０．５％）より多い。さらに，「研究開発環境の質が高い」についても，肯定的

に捉える企業の割合には差がないが，特に肯定的に捉える企業の割合では，中

国企業群（３３．３％）の方が，先進地域企業群（１５．８％）より顕著に多い。

これらのことから，先進地域企業群に比べて中国企業群の方が，日本市場の

人材の質や研究開発環境の質に関して，より魅力を感じていると考えられる。

さらに，法制度に関連する項目の中では，「規制の開放度が高い（中国企業

群：５３．４％，先進地域企業群：３１．６％）」，「優遇措置などが充実している（中国企

業群：１３．４％，先進地域企業群：３６．８％）」について少なからぬ差はみられるが，

全体的に大きな差がみられず，また，「インフラや生活環境」に関連する項目

図表３－２ 日本市場の魅力に関して中国市場を重視する企業群の比較

質問項目
中国市場を重視する

中国企業群 先進地域企業群

１ 所得水準が高い ３．０７ ２．７４

２ 市場規模が大きい ３．００ ２．８４

３ 付加価値や流行に，敏感に反応する ３．００ ２．９５

４ 有能な人材を確保できる ２．８７ ２．７９

５ グローバル企業や関連企業が集積している ３．１３ ２．７４

６ 地域統括拠点として最適である ２．６７ ２．３７

７ 競争力を検証できる ２．７３ ２．７４

８ 地理的に恵まれている ２．６０ ２．５８

９ 規制の開放度が高い ２．４７ ２．１１

１０ 研究開発環境の質が高い ２．８７ ２．７４

１１ インフラが充実している ３．４０ ３．２１

１２ 金融環境が充実している ２．６７ ２．４７

１３ 優遇措置などが充実している １．８７ ２．２１

１４ 生活環境が整備されている ３．１３ ３．１１

１５ 法整備が充実している ２．８７ ２．７９
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図表３－３ 日本市場の魅力に関して中国市場を重視する企業群の構成比の比較

１ 所得水準が高い
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

２ 市場規模が大きい
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

３ 付加価値や流行に，
敏感に反応する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

４ 有能な人材を確保できる
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

５ グローバル企業や関連
企業が集積している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

６ 地域統括拠点として最
適である

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

７ 競争力を検証できる
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

８ 地理的に恵まれている
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

９ 規制の開放度が高い
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１０研究開発環境の質が高い
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１１インフラが充実している
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１２金融環境が充実している
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１３優遇措置などが充実して
いる

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１４生活環境が整備されて
いる

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１５法整備が充実している
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

３３．３％ ４６．７％ １３．３％ ６．７％

１０．５％ ５７．９％ ２６．３％ ５．３％

２６．７％ ６０．０％ ０．０％１３．３％

２１．１％ ４７．４％ ２６．３％ ５．３％

２０．０％ ６６．７％ ６．７％ ６．７％

２１．１％ ５７．９％ １５．８％ ５．３％

２６．７％ ４０．０％ ２６．７％ ６．７％

１５．８％ ５２．６％ ２６．３％ ５．３％

４０．０％ ４０．０％ １３．３％ ６．７％

１０．５％ ５７．９％ ２６．３％ ５．３％

６．７％ ６０．０％ ２６．７％ ６．７％

１０．５％ ４７．４％ ３１．６％ １０．５％

２０．０％ ４６．７％ ２０．０％ １３．３％

１０．７％

６．７％ ６０．０％ ２０．０％ １３．３％

１０．５％ ４７．４％ ３１．６％ １０．５％

６．７％ ４６．７％ ３３．３％ １３．３％

３１．６％ ４７．４％ ２１．１％

３３．３％ ３３．３％ ２０．０％ １３．３％

１５．８％ ５２．６％ ２１．１％ １０．５％

５３．３％ ３３．３％ １３．３％

４７．４％ ３１．５％ １５．８％ ５．３％

２６．７％ ３３．３％ １３．３％２６．７％

５．３％ ４２．１％ ４７．４％ ５．３％

６．７％ ６．７％ ５３．３％ ３３．３％

３６．８％ ４７．４％ ４５．８％

４６．７％ ３３．３％ ６．７％ １３．３％

２１．１％ ６８．４％ １０．５％

２６．７％ ５３．３％ ０．０％ ２０．０％

７８．９％ ２１．１％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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でも両者の間に大きな差はみられない。しかし，「金融環境が充実している」

について，特に肯定的に捉える企業の割合は，先進地域企業群（５．３％）に比

べて中国企業群（２６．７％）の方が高く，「生活環境が整備されている」について

も，特に肯定的に捉える企業の割合で，中国企業群（４６．７％）の方が先進地域

企業群（２１．１％）より高いが，その他の項目では，両者の間に特筆すべき差は

みられない。

以上の分析から，中国市場を重視する中国企業群が相対的に日本を魅力的で

あると考えているのは，「所得水準が高い」，「グローバル企業や関連企業が集

積している」，「開発環境の質が高い」，「インフラが充実している」，「金融環境

が充実している」といった点にあることが理解される。

（３） 事業展開

次に，事業展開について，中国市場を重視する中国企業群と先進地域企業群

の比較分析を行っていくことにする。

両者を平均値で比較すると，ほとんどの項目で中国企業群のポイントが高く

なっている。とりわけ，中国企業群では，「国内で既存事業を強化する」，「国

内で新しい事業を立上げる」，「グローバル・グループ企業の関連事業を強化す

る」，「海外市場で日本のブランドを活用する」，「海外市場で日本で獲得した技

術を活用する」の５項目が高く評価しており，先進地域企業群より高くなって

いる。それに対して，「日本の製品・サービスを海外市場で展開する」と「日

本企業以外の海外企業と提携する」といった２つの項目で，先進地域企業群の

ポイントが高くなっている。

さらに，構成比で比較してみても，どちらの企業群も，そのほとんどが既存

事業の強化を挙げているが，中国企業群のおよそ８割が「国内で新しい事業を

立ち上げる」および「グローバル・グループ企業の関連事業の強化する」を肯

定的にとらえている。また，「海外市場で日本のブランドを活用する」につい

て肯定的に捉える企業の割合は両者に差はないが（中国企業群：４６．７％，先進地

域企業群：４７．４％），「海外市場で日本で獲得した技術を活用する」について，

特に肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が２６．７％であるのに対して，

先進地域企業群は１０．５％と差がみられる。

他方，「日本の製品・サービスを海外市場で展開する」について肯定的に捉
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える企業の割合は，中国企業群が２０．０％，先進地域企業群が５０．０％である。

また，先進地域企業群の中で日本企業と積極的に提携して事業展開を積極的に

考えている企業の割合は，中国企業群に比べて圧倒的に少ないのに対して，

「日本企業以外の海外企業と提携する」を考えている企業の割合では，中国企

業群（２６．７％）に比べて，先進地域企業群（３８．９％）の方が多い。

こうしたことから，中国企業群の在日法人は，相対的にグローバル・グルー

プ企業が展開している事業と，それに関連する新規事業を日本市場において展

開することを通じて，関連技術の習得や企業間ネットワークの構築に主眼をお

いたグローバル戦略を展開していると考えられる。それに対して，先進地域企

業群にとって，日本市場は，現段階でこそ規模や先進性，技術などの面で魅力

的な市場であるものの，日本での事業をより地球規模の視点に立って展開して

いくといったグローバル戦略を展開していると考えられる。その意味では，先

進地域企業群のグローバル戦略行動と，中国企業群のグローバル戦略行動とは，

異なる段階，あるいは異なるタイプの企業行動だといえる。

（４） 組織管理体制

それでは，前述したような展開をしている中国市場を重視する企業群の在日

法人は，どのような組織管理体制と企業統治体制によって運営されているかを

図表３－４ 事業展開に関して中国市場を重視する企業群の比較

質問項目
中国市場を重視する

中国企業群 先進地域企業群

１ 国内で既存事業を強化する ３．２０ ３．１６

２ 国内で新しい事業を立上げる ３．０７ ２．５３

３ GG 企業の関連事業を強化する ２．９３ ２．４２

４ 海外市場で日本のブランドを活用する ２．５３ ２．５３

５ 海外市場で日本で獲得した技術を活用する ２．６０ ２．３７

６ 国際的な価格競争力を強化する ２．４０ ２．３２

７ 日本の製品・サービスを海外市場で展開する ２．１３ ２．２２

８ コスト競争力を強化する ２．２７ ２．１７

９ 日本の同業他社と提携する ２．４０ ２．２８

１０ 日本の異業種・異分野の企業と提携する ２．１３ １．７２

１１ 日本企業以外の海外企業と提携する ２．０７ ２．１７
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みていくことにする。（図表３－６および図表３－７）

中国企業群と先進地域企業群の両者を平均値で比較すると，「世界的に情報

を共有している」については先進地域企業群のポイントが相対的に高いが，そ

れ以外のほとんどの項目で中国企業群の方が平均値は高い傾向にある。全体的

には，理念やビジョンの共有，意思決定者，採用や人材育成などの人事制度や

人材交流などに関する項目で，先進地域企業群に比べて中国企業群のポイント

が高くなっている。

これを構成比でみると，「地球規模で理念やビジョン共有している」につい

て肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６０．０％，先進地域企業群が

６３．２％とほぼ同じ割合である。特に肯定的に捉える企業の割合でみると，中

図表３－５ 事業展開に関して中国市場を重視する企業群の構成比の比較

１ 国内で既存事業を強化
する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

２ 国内で新しい事業を
立上げる

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

３ GG 企業の関連事業を
強化する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

４ 海外市場で日本のブラ
ンドを活用する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

５ 海外市場で日本で獲得
した技術を活用する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

６ 国際的な価格競争力を
強化する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

７ 日本の製品・サービス
を海外市場で展開する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

８ コスト競争力を強化
する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

９ 日本の同業他社と提携
する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

１０日本の異業種・異分野
の企業と提携する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

１１日本企業以外の海外企
業と提携する

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

４０．０％ ４６．７％ ６．７％ ６．７％

４７．４％ ３１．６％ １０．５％ １０．５％

３３．３％ ４６．７％ １３．３％ ６．７％

２１．１％ ３６．８％ １５．８％ ２６．３％

３３．３％ ４０．０％ １３．３％ １３．３％

２１．１％ ２６．３％ ２６．３％ ２６．３％

２６．７％ ２０．０％ ３３．３％ ２０．０％

２１．１％ ２６．３％ ３６．８％ １５．８％

２６．７％ ２０．０％ ４０．０％ １３．３％

１０．５％ ３６．８％ ３１．６％ ２１．１％

１３．３％ ３３．３％ ３３．３％ ２０．０％

１０．５％ ３１．６％ ３６．８％ ２１．１％

１３．３％ ６．７％ ６０．０％ ２０．０％

１１．１％ ３８．９％ １１．１％ ３８．９％

１３．３％ ２６．７％ ３３．３％ ２６．７％

１１．１％ ２７．８％ ２７．８％ ３３．３％

２０．０％ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％

５．６％ ３８．９％ ３３．３％ ２２．２％

２０．０％ ０．０％ ５３．３％ ２６．７％

０．０％ ２２．２％ ２７．８％ ５０．０％

６．７％ ２０．０％ ４６．７％ ２６．７％

１１．１％ ２７．８％ ２７．８％ ３３．３％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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国企業群（２０．０％）が，先進地域企業群（５．３％）を上回っている。また，「実

質的な意思決定は日本法人のトップが下している」について肯定的に捉える企

業の割合では，中国企業群が７３．４％，先進地域企業群が４７．４％であるが，特

に肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群（２６．７％），先進地域企業群

（２１．１％）の間にあまり差はみられない。同様に，「世界的に情報を共有してい

る」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６０．０％，先進地域

企業群が５７．９％で，両者にほとんど差はみられない。

他方，「長期雇用が前提である」，「社員の教育は OJT が中心である」，「スキ

ルがある中途採用者を積極的に採用している」，「人材配置は日本法人が決定し

ている」などの人材管理についても両者に大きな差はみられない。しかし，「国

籍を問わずに人材を採用している」を肯定的に捉える企業の割合は，中国企業

群が８６．７％，先進地域企業群が６８．４％と，中国企業群で少なからず高い割合

を示している。しかも，「本国人社員を積極的に活用している」について肯定

的に捉える企業の割合では，中国企業群が８６．６％，先進地域企業群が３１．６％

と顕著な差がみられる。また，「グループ企業間で人材交流を進めている」に

図表３－６ 組織管理体制に関して中国市場を重視する企業群の比較

質問項目
中国市場を重視する

中国企業群 先進地域企業群

１ 地球規模で理念やビジョンを共有している ２．７３ ２．５８

２ 実質的な意思決定は日本法人のトップが下している ２．８７ ２．３２

３ 世界的に情報を共有している ２．６７ ２．７４

４ 年功序列を重視している ２．３３ １．７４

５ 長期雇用が前提である ２．９３ ２．８４

６ 国籍を問わずに人材を採用している ３．２０ ２．８４

７ グループ企業間で人材交流を進めている ２．９３ ２．６８

８ スキルがある中途採用者を積極的に採用している ３．２７ ３．２１

９ 優秀な人材をヘッドハンティングしている ２．３３ １．９４

１０ 人材配置は日本法人が決定している ２．６０ ２．６８

１１ 本国人社員を積極的に活用している ３．２０ １．９５

１２ 社員の教育は OJT が中心である ２．９３ ３．００

１３ 外国人社員の人材育成を日本で行っている ２．３３ ２．０６

１４ 国籍によって異なる人事制度を採用している ２．４７ １．４１
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ついて肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が７３．４％，先進地域企業群が

５２．６％である。「優秀な人材をヘッドハンティングしている」について肯定的

に捉える企業の割合は，中国企業群が３３．３％，先進地域企業群が２７．８％であ

るが，特に肯定的に捉える企業の割合をみると，中国企業群が２０．０％である

図表３－７ 組織管理体制に関して中国市場を重視する企業群の構成比の比較

１ 地球規模で理念やビジョ
ンを共有している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

３ 世界的に情報を共有し
ている

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

４ 年功序列を重視して
いる

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

５ 長期雇用が前提である
a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

６ 国籍を問わずに人材を
採用している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

７ グループ企業間で人材
交流を進めている

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

９ 優秀な人材をヘッドハ
ンティングしている

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１８

１０人材配置は日本法人
が決定している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１１本国人社員を積極的に
活用している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１２社員の教育は OJT が
中心である

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１３外国人社員の人材育
成を日本で行っている

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１７

１４国籍によって異なる人
事制度を採用している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１７

２０．０％ ４０．０％ ３３．３％ ６．７％

５．３％ ５７．９％ ２６．３％ １０．５％

２ 実質的な意思決定は日
本法人のトップが下し
ている

２６．７％ ４６．７％ １３．３％ １３．３％

２１．１％ ２６．３％ １５．８％ ３６．８％

２６．７％ ３３．３％ ２０．０％ ２０．０％

２６．３％ ３１．６％ ３１．６％ １０．５％

６．７％ ４０．０％ ３３．３％ ２０．０％

１５．８％ ４２．１％ ４２．１％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

２６．３％ ４７．４％ １０．５％ １５．８％

４０．０％ ４６．７％ ６．７％ ６．７％

３１．６％ ３６．８％ １５．８％ １５．８％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

２６．３％ ２６．３％ ３６．８％ １０．５％

８ スキルがある中途採用
者を積極的に採用して
いる

４０．０％ ５３．３％ ０．０％６．７％

４２．１％ ４２．１％ １０．５％ ５．３％

２０．０％ １３．３％ ４６．７％ ２０．０％

２７．８％ ３８．９％ ３３．３％

２６．７％ ２６．７％ ２６．７％ ２０．０％

２１．１％ ４２．１％ ２１．１％ １５．８％

３３．３％ ５３．３％ １３．３％

３１．６％ ３１．６％ ３６．８％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

３６．８％ ３６．８％ １５．８％ １０．５％

２６．７％ ２０．０％ １３．３％ ４０．０％

１７．６％ １７．６％ １７．６％ ４７．１％

４０．０％ ２６．７％ ３３．３％

５．９％ ２３．５％ ７０．６％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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のに対して，先進地域企業群では肯定的に考える企業群は１社もない。さらに，

「外国人社員の人材育成を日本で行っている」について肯定的に捉える企業の

割合は，中国企業群が４６．７％，先進地域企業群が３５．２％で，特に肯定的に捉

える企業の割合は，中国企業群が２６．７％，先進地域企業群が１７．６％である。

こうした分析から，地球規模での事業展開が相対的に進んでいる先進国企業

群は，日本国内での事業展開に関して日本人トップの意思決定の幅がより限定

的であるのに対して，中国企業群は日本法人に対する管理上の権限委譲が進ん

でいる。ただし，中国企業群は中国人による在日法人の運営を志向していると

考えられる。

（５） 企業統治体制

次に，在日法人の企業統治体制について，それぞれを比較分析していくこと

にする。

図表３－８で示されているように，中国企業群と先進地域企業群とを比較す

ると，中国企業群の親会社は子会社に対して厳しく統治していることが理解さ

れる。ここで株主とはいうまでもなく親会社のことであり，完全持株会社によ

って統括しているといった点でも，中国企業群のポイントが相対的に高くなっ

ている。

図表３－８ 企業統治体制に関して中国市場を重視する企業群の比較

質問項目
中国市場を重視する

中国企業群 先進地域企業群

１ 株主の意見を経営に反映させている ２．７９ ２．７１

２ グループ企業の支配関係を強化している ２．７９ ２．６３

３ 完全持株会社によって統括している ３．２９ ２．９４

４ 従業員持株比率が高まっている １．２９ １．４２

５ 積極的に情報開示している ２．５０ ２．３７

６ 日本法人は自律的に事業展開している ３．０７ ２．８４

７ コンプライアンスが有効に機能している ２．８０ ２．５３

８ 内部統制が健全に機能している ２．８０ ２．７４

９ 日本以外の法的規制を意識している ２．８７ ２．８９

１０ 経営トップの国籍は問わない ２．８６ ２．６８

１１ トップは改革推進型経営者である ２．９３ ２．８９
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構成比をみても，その点はより明らかである（図表３－９）。「グループ企業の

支配関係を強化している」を肯定的に捉える企業の割合では，中国企業群が

７１．４％，先進地域企業群が５２．６％であり，「完全持株会社によって統括してい

る」を肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が９２．９％，先進地域企業群

が６６．７％と顕著な差がみられる。すでにみてきたように，こうした傾向は，中

国市場を重視する中国企業に限ったことではなく，中国企業の特性ともいえる。

しかし，そうした厳しい統治構造にもかかわらず，「日本法人は自律的に事

業展開している」という項目で，先進地域企業群より高いポイントを挙げてい

る点は，特筆すべき点である。つまり，構成比でみると，「日本法人は自律的

図表３－９ 企業統治体制に関して中国市場を重視する企業群の構成比の比較

１ 株主の意見を経営に反
映させている

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１７

２ グループ企業の支配関
係を強化している

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１９

３ 完全持株会社によって
統括している

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１８

４ 従業員持株比率が高
まっている

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１９

５ 積極的に情報開示して
いる

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１９

６ 日本法人は自律的に
事業展開している

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１９

７ コンプライアンスが
有効に機能している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

８ 内部統制が健全に機能
している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

９ 日本以外の法的規制を
意識している

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

１０経営トップの国籍は問
わない

a 中国 n＝１４

b 先進地域 n＝１９

１１トップは改革推進型経
営者である

a 中国 n＝１５

b 先進地域 n＝１９

２８．６％ ３５．７％ ２１．４％ １４．３％

２９．４％ ２３．５％ ３５．３％ １１．８％

１４．３％ ５７．１％ ２１．４％ ７．１％

２６．３％ ２６．３％ ３１．６％ １５．８％

４２．９％ ５０．０％ ７．１％

３８．９％ ２７．８％ ２２．２％ １１．１％

２８．６％ ７１．４％

１０．５％ ２１．１％ ６８．４％

７．１％ ５７．１％ １４．３％ ２１．４％

５．３％ ４２．１％ ３６．８％ １５．８％

７．１％ ７．１％２８．６％ ５７．１％

３１．６％ ２６．３％ ３６．８％ ５．３％

２０．０％ ５３．３％ １３．３％ １３．３％

１０．５％ ４７．４％ ２６．３％ １５．８％

２０．０％ ５３．３％ １３．３％ １３．３％

１０．５％ ６３．２％ １５．８％ １０．５％

２０．０％ ５３．３％ ２０．０％ ６．７％

２１．１％ ５２．６％ ２１．１％ ５．３％

４２．９％ ２１．４％ １４．３％ ２１．４％

１５．８％ ４７．４％ ２６．３％ １０．５％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

２１．１％ ５２．６％ ２１．１％ ５．３％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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に事業展開している」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が

８５．７％で，先進地域企業群が５７．９％と中国企業群の割合が多いのに対して，

特に肯定的に捉える企業の割合だけでみると，中国企業群（２８．６％）より先進

地域企業群（３１．６％）が，わずかながら高い割合になっている点は留意すべき

である。

他方，情報開示やコンプライアンスなど経営システムのグローバル・スタン

ダードに関連する項目では，「積極的に情報開示している」，「コンプライアン

スが有効に機能している」について肯定的に捉える企業の割合は，いずれも中

国企業群（６４．２％，７３．３％）の方が，先進地域企業群（４７．４％，５７．９％）より高

くなっている。こうした傾向は，前節の分析においてもみられるもので，必ず

しも中国市場を重視した中国企業特有のことではなく，中国企業全体にいえる

ことである。さらに，在日法人の経営トップに関して，「経営トップの国籍は

問わない」について肯定的に捉える企業の割合は，中国企業群が６４．３％，先

進地域企業群が６３．２％であるが，特に肯定的に捉える企業の割合は，中国企

業群が４２．９％，先進地域企業群が１５．８％と差がみられる。

以上の分析から，日本市場において相対的に高い信頼を得ていない中国企業

群が，日本市場においてスムースに事業展開するために，先進地域企業群に比

べて，経営のグローバル・スタンダードに対して敏感に対応する傾向が強いを

推察することができる。

（６） ファインディングス

これまで本節では，アンケート調査に回答してくれた企業の内，「中国市場

を重視する企業群」を抽出し，さらにそれを「中国企業群」と「先進地域企業

群」とに分類して，それぞれの在日法人の経営体制について比較分析を行って

きた。その結果，以下のようなファインディングスが得られた。

日本市場の魅力に関して，中国市場を重視する中国企業群が，中国市場を重

視する先進地域企業群に比べて，相対的に日本を魅力的であると考えている理

由は，「所得水準が高い」，「グローバル企業や関連企業が集積している」，「研

究開発環境の質が高い」，「インフラが充実している」，「金融環境が充実してい

る」などであり，相対的に人材や研究開発環境に魅力を感じていると理解され

る。ただし，前節の分析とあわせて考えると，こうした特性は中国企業全体に
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共通する特性だといえる。

また，それぞれの事業展開についてみてみると，中国市場を重視する中国企

業群の在日法人は，グローバル・グループ企業が展開している事業と，それに

関連する新規事業を日本市場において展開することを通じて，関連技術の習得

や企業間ネットワークの構築に主眼をおいたグローバル戦略展開していると考

えられる。それに対して，中国市場を重視する先進地域企業群にとって日本市

場は，規模や先進性，技術などの面で魅力的な市場であるものの，あくまで地

球規模の視点に立って事業を展開していく複数の拠点の一つとして位置づけた

グローバル戦略を展開していると考えられる。その意味では，中国市場を重視

する両者の企業群の間には，グローバル化の発展段階や，グローバルのタイプ

に少なからぬ違いが存在していると考えられる。

４． 中国企業群間の比較分析

最後に，本調査に回答してくれた企業の内，中国企業だけを抽出し，「中国

市場を重視している企業群」と「中国以外の市場を重視している企業群」に分

類して比較分析していくことにする。

（１） 中国市場重視企業群とその他市場重視企業群の分類

アンケートに回答してくれた中国企業の中で，「現在，最も重視する市場」

として中国を挙げた企業は６社，「現在，次に重視する市場」として中国を挙

げた企業は９社，合計１５社であった。ここでは，それらの企業を「中国市場

重視企業群」，それら以外の企業を「その他市場重視企業群」として，両者の

経営体制を比較分析することによって，中国市場を重視する中国企業の在日法

人の経営の特性を明らかしていきたい。比較分析の対象企業は，中国重視企業

群が１５社，それ他市場重視企業群が１３社であり，これまでと同様に，日本市

場の魅力，事業展開，組織管理体制，企業統治体制の点から検討していくこと

にする。

（２） 日本市場の魅力

日本市場の魅力について中国企業群同士の平均値をみると（図表１），消費市
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場としての魅力や事業インフラに関連する評価は，両者とも相対的に高く，両

者の間であまり大きな差はみられない。その一方で，「有能な人材を確保でき

る」，「グローバル企業や関連企業が集積している」，「競争力を検証できる」，

「研究開発環境の質が高い」の４項目については少なからず差がみられた。前

者２項目については，中国市場重視企業群のポイントが高く，後者２項目につ

いては，その他市場重視企業群の方が高い。構成比をみるとその傾向はより顕

著であり，その点から，中国市場重視企業群は，人材確保や企業間ネットワー

クに魅力を感じる傾向が強く，その他市場重視企業群は，技術水準の高さや競

争力の検証に魅力を感じる傾向にあると考えられる。この点を先の先進地域企

業群の分析と合わせて考えると，その他市場重視する企業群は，先進地域企業

群と類似しているということができるかもしれない。

さらに，構成比によってみると，「有能な人材を確保できる」について肯定

的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群が６６．７％，その他市場重視企

業群が６１．５％であり差はみられないが，特に肯定的に捉える企業の割合では，

中国市場重視企業群が２６．７％，その他市場重視企業群が７．７％と少なからず

図表４－１ 日本市場の魅力に関して中国企業群の比較

質問項目 中国市場重視 その他市場重視

１ 所得水準が高い ３．０７ ３．０８

２ 市場規模が大きい ３．００ ２．７７

３ 付加価値や流行に，敏感に反応する ３．００ ３．０８

４ 有能な人材を確保できる ２．８７ ２．６２

５ グローバル企業や関連企業が集積している ３．１３ ２．８３

６ 地域統括拠点として最適である ２．６７ ２．７７

７ 競争力を検証できる ２．７３ ３．００

８ 地理的に恵まれている ２．６０ ２．６９

９ 規制の開放度が高い ２．４７ ２．５４

１０ 研究開発環境の質が高い ２．８７ ３．２３

１１ インフラが充実している ３．４０ ３．２３

１２ 金融環境が充実している ２．６７ ２．８５

１３ 優遇措置などが充実している １．８７ ２．４６

１４ 生活環境が整備されている ３．１３ ３．４６

１５ 法整備が充実している ２．８７ ３．３１
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図表４－２ 日本市場の魅力に関して中国企業群の構成比の比較

１ 所得水準が高い
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１ 所得水準が高い
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

３ 付加価値や流行に，
敏感に反応する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

４ 有能な人材を確保できる
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

５ グローバル企業や関連
企業が集積している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

６ 地域統括拠点として最
適である

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

７ 競争力を検証できる
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

８ 地理的に恵まれている
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

９ 規制の開放度が高い
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１０研究開発環境の質が高い
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１１インフラが充実している
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１２金融環境が充実している
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１３優遇措置などが充実して
いる

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１４生活環境が整備されて
いる

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１５法整備が充実している
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

３３．３％ ４６．７％ １３．３％ ６．７％

３８．５％ ４６．２％ １５．４％

２６．７％ ６０．０％ ０．０％ １３．３％

２３．１％ ４６．２％ １５．４％ １５．４％

２０．０％ ６６．７％ ６．７％ ６．７％

２５．０％ ５８．３％ １６．７％

２６．７％ ４０．０％ ２６．７％ ６．７％

７．７％ ５３．８％ ３０．８％ ７．７％

４０．０％ ４０．０％ １３．３％ ６．７％

２５．０％ ５０．０％ ８．３％ １６．７％

６．７％ ６０．０％ ２６．７％ ６．７％

３０．８％ ３０．８％ ２３．１％ １５．４％

２０．０％ ４６．７％ ２０．０％ １３．３％

１５．４％ ６９．２％ １５．４％

６．７％ ６０．０％ ２０．０％ １３．３％

１５．４％ ５３．８％ １５．４％ １５．４％

６．７％ ４６．７％ ３３．３％ １３．３％

１５．４％ ３８．５％ ３０．８％ １５．４％

３３．３％ ３３．３％ ２０．０％ １３．３％

３０．８％ ６１．５％ ７．７％

５３．３％ ３３．３％ １３．３％

３８．５％ ４６．２％ １５．４％

２６．７％ ２６．７％ ３３．３％ １３．３％

２３．１％ ４６．２％ ２３．１％ ７．７％

６．７％ ６．７％ ５３．３％ ３３．３％

５３．８％ ３８．５％ ７．７％

４６．７％ ３３．３％ ６．７％ １３．３％

５３．８％ ３８．５％ ７．７％

２６．７％ ５３．３％ ２０．０％

３８．５％ ５３．８％ ７．７％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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差がみられる。また，「グローバル企業や関連企業が集積している」について

肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群が８０．０％，その他市場重

視企業群が７５．０％であるが，特に肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重

視企業群が４０．０％，その他市場重視企業群が２５．０％と差がみられる。

他方，「研究開発環境の質が高い」について肯定的に捉える企業の割合では，

中国市場重視企業群が６６．６％，その他市場重視企業群が９２．３％と差がみられ

る。また，「競争力を検証できる」について肯定的に捉える企業の割合は，中

国市場重視企業群が６６．７％であるのに対して，その他市場重視企業群が

８４．６％と差がみられる。

さらに，平均値では大きな差を確認することはできないものの，「地域統括

拠点として最適である」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視

企業群が６６．７％で，その他市場重視企業群が６１．６％とほぼ同じ割合であるが，

特に肯定的に捉える企業の割合では，中国市場重視企業群が６．７％であるのに

対して，その他市場重視企業群では３０．８％と差がみられる。

以上の分析から，中国市場重視企業群とその他市場重視企業群の２つの企業

群の日本市場進出の目的には，少なからず違いがあることが指摘される。

（３） 事業展開

それら２つの企業群の日本市場における事業展開の特徴についてみていくこ

とにする（図表４－３及び図表４－４）。

中国市場重視企業群とその他市場重視企業群を平均値で比較したとき，比較

的に差がみられるのは，「国内で新しい事業を立上げる」，「グローバル・グル

ープ企業の関連事業を強化する」，「海外市場で日本で獲得した技術を活用する」，

「日本の同業他社と提携する」，「日本の異業種・異分野の企業と提携する」の

５つの項目である。

それらの項目について構成比でみると，「国内で新しい事業を立上げる」に

ついて肯定的に捉える企業の割合で，中国市場重視企業群が８０．０％，その他

市場重視企業群が３８．５％と差がみられる。また，「グローバル・グループ企業

の関連事業を強化する」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視

企業群が７３．３％，その他市場重視企業群が６１．６％である。それらのことから，

人材確保や企業間ネットワークに魅力を感じる傾向のある中国市場重視企業群
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は，相対的に日本国内でグローバル・グループ企業関連の新規事業を立ち上げ

ることを志向しているといえる。

また，そうした事業展開の違いは，日本企業との提携関係からも推察するこ

とができる。というのも，「日本の同業他社と提携する」について肯定的に捉

える企業の割合は，中国市場重視企業群が４６．７％であるのに対して，その他

市場重視企業群の割合は２３．１％である。また，「日本の異業種・異分野の企業

と提携する」について，特に肯定的に捉える企業の割合は，その他市場重視企

業群では該当する企業は１社もないのに対して，中国市場重視企業群では

２０．０％である。つまり，中国市場重視企業群は，その他市場重視企業群と比

較して，日本企業との企業間ネットワークの構築を重視していると考えられる。

それに対して，技術水準の高さや競争力の検証を重視する傾向の強いその他

市場重視企業群は，人材確保や企業間ネットワークの構築よりも，技術をいか

に活用するかを重視する傾向にあると考えられる。例えば，「海外市場で日本

で獲得した技術を活用する」について肯定的に捉える企業の割合で，中国市場

重視企業群が４６．７％であるのに対して，その他市場重視企業群が６９．３％とそ

の割合が多く，特に肯定的に捉える企業の割合でも，中国市場重視企業群が

２６．７％，その他市場重視企業群が３０．８％となっている。また，「コスト競争力

を強化する」について肯定的に捉える企業の割合でも，中国市場重視企業群で

図表４－３ 事業展開に関して中国企業群の比較

質問項目 中国市場重視 その他市場重視

１ 国内で既存事業を強化する ３．２０ ３．２３

２ 国内で新しい事業を立上げる ３．０７ ２．３１

３ GG 企業の関連事業を強化する ２．９３ ２．７７

４ 海外市場で日本のブランドを活用する ２．５３ ２．４６

５ 海外市場で日本で獲得した技術を活用する ２．６０ ２．９２

６ 国際的な価格競争力を強化する ２．４０ ２．５４

７ 日本の製品・サービスを海外市場で展開する ２．１３ １．９２

８ コスト競争力を強化する ２．２７ ２．２３

９ 日本の同業他社と提携する ２．４０ １．９２

１０ 日本の異業種・異分野の企業と提携する ２．１３ １．６２

１１ 日本企業以外の海外企業と提携する ２．０７ １．８５
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４０．０％であるのに対して，その他市場重視企業群では５３．８％と相対的に高い

割合となっている。

（４） 組織管理体制

以下では，前述したように異なる事業展開をしている２つの企業群の組織管

理体制についてみていくことにする（図表４－５及び図表４－６）。

中国市場重視企業群とその他市場重視企業群を平均値で比較してみると，

「実質的な意思決定は日本法人のトップが下している」，「年功序列を重視して

いる」，「グループ企業間で人材交流を進めている」，「人材配置は日本法人が決

図表４－４ 事業展開に関して中国企業の構成比の比較

１ 国内で既存事業を強化
する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

２ 国内で新しい事業を立
上げる

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

３ GG 企業の関連事業を
強化する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

４ 海外市場で日本のブラ
ンドを活用する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

５ 海外市場で日本で獲得
した技術を活用する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

６ 国際的な価格競争力を
強化する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

８ コスト競争力を強化
する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

９ 日本の同業他社と提携
する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

１１日本企業以外の海外企
業と提携する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

７ 日本の製品・サービス
を海外市場で展開する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

１０日本の異業種・異分野
の企業と提携する

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

４０．０％ ４６．７％ ６．７％ ６．７％

３０．８％ ６１．５％ ７．７％

３３．３％ ４６．７％ １３．３％ ６．７％

１５．４％ ２３．１％ ３８．５％ ２３．１％

３３．３％ ４０．０％ １３．３％ １３．３％

３０．８％ ３０．８％ ２３．１％ １５．４％

２６．７％ ２０．０％ ３３．３％ ２０．０％

１５．４％ ３８．５％ ２３．１％ ２３．１％

２６．７％ ２０．０％ ４０．０％ １３．３％

３０．８％ ３８．５％ ７．７％２３．１％

１３．３％ ３３．３％ ３３．３％ ２０．０％

２３．１％ ３０．８％ ２３．１％ ２３．１％

１３．３％ ６．７％ ６０．０％ ２０．０％

３０．８％ ３０．８％ ３８．５％

１３．３％ ２６．７％ ３３．３％ ２６．７％

５３．８％ １５．４％ ３０．８％

２０．０％ ２６．７％ ２６．７％ ２６．７％

７．７％ １５．４％ ３８．５％ ３８．５％

２０．０％ ５３．３％ ２６．７％

１５．４％ ３０．８％ ５３．８％

６．７％ ２０．０％ ４６．７％ ２６．７％

７．７％ １５．４％ ３０．８％ ４６．２％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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定している」，「本国人社員を積極的に活用している」，「外国人社員の人材育成

を日本で行っている」，「国籍によって異なる人事制度を採用している」といっ

た７つの項目で少なからず差がみられる。これらの項目のポイントから，その

他市場重視企業に比べて，中国市場重視企業では社員の国籍によって異なる人

事制度を取り入れ，グループ企業間の人材交流を積極的に進めるとともに，グ

ローバル・グループ企業の社員を積極的活用する傾向が強い。それに対して，

その他市場重視企業群は，中国市場重視企業群に比べて，在日法人のトップの

意思決定の幅が広く，本社からの権限委譲が相対的に大きいということが考え

られる。

これらの項目について構成比でみると，「実質的な意思決定は日本法人のト

ップが下している」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業

群が７３．４％，その他市場重視企業群が８４．７％であるが，特に肯定的に捉える

企業の割合では，中国市場重視企業群が２６．７％であるのに対して，その他市

場重視企業群の割合が４６．２％と逆転している。また，「人材配置は日本法人が

決定している」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群が

５３．４％，その他市場重視企業群が６９．３％で，特に肯定的に捉える企業の割合

図表４－５ 組織管理体制に関して中国企業群の比較

質問項目 中国市場重視 その他市場重視

１ 地球規模で理念やビジョンを共有している ２．７３ ２．６２

２ 実質的な意思決定は日本法人のトップが下している ２．８７ ３．１５

３ 世界的に情報を共有している ２．６７ ２．６９

４ 年功序列を重視している ２．３３ １．８５

５ 長期雇用が前提である ２．９３ ３．１５

６ 国籍を問わずに人材を採用している ３．２０ ３．２３

７ グループ企業間で人材交流を進めている ２．９３ ２．０８

８ スキルがある中途採用者を積極的に採用している ３．２７ ３．３８

９ 優秀な人材をヘッドハンティングしている ２．３３ ２．２３

１０ 人材配置は日本法人が決定している ２．６０ ２．９２

１１ 本国人社員を積極的に活用している ３．２０ ２．８５

１２ 社員の教育は OJT が中心である ２．９３ ２．８３

１３ 外国人社員の人材育成を日本で行っている ２．３３ ２．６２

１４ 国籍によって異なる人事制度を採用している ２．４７ １．５４
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は，中国市場重視企業群が２６．７％，その他市場重視企業群が３８．５％と，後者

の方が多くなっている。

他方，「グループ企業間で人材交流を進めている」について肯定的に捉える

企業の割合でも，中国市場重視企業群で７３．４％，その他市場重視企業群で

図表４－６ 組織管理体制に関して中国企業の構成比の比較

１ 地球規模で理念やビジョ
ンを共有している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

３ 世界的に情報を共有し
ている

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

４ 年功序列を重視して
いる

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

５ 長期雇用が前提である
a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

６ 国籍を問わずに人材を
採用している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

７ グループ企業間で人材
交流を進めている

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

９ 優秀な人材をヘッドハ
ンティングしている

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１０人材配置は日本法人
が決定している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１１本国人社員を積極的に
活用している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１２社員の教育は OJT が
中心である

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

１３外国人社員の人材育成
を日本で行っている

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１４国籍によって異なる人
事制度を採用している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

２０．０％ ４０．０％ ３３．３％ ６．７％

１５．４％ ４６．２％ ２３．１％ １５．４％

２ 実質的な意思決定は日
本法人のトップが下し
ている

２６．７％ ４６．７％ １３．３％ １３．３％

４６．２％ ３８．５％ ０．０％ １５．４％

２６．７％ ３３．３％ ２０．０％ ２０．０％

１５．４％ ４６．２％ ３０．８％ ７．７％

６．７％ ４０．０％ ３３．３％ ２０．０％

１５．４％ ５３．８％ ３０．８％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

３０．８％ ５３．８％ １５．４％

４０．０％ ４６．７％ ６．７％ ６．７％

３８．５％ ４６．２％ １５．４％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

３０．８％ ３０．８％３８．５％

８ スキルがある中途採用
者を積極的に採用して
いる

４０．０％ ５３．３％ ６．７％

５３．８％ ３８．５％ ７．７％

２０．０％ １３．３％ ４６．７％ ２０．０％

７．７％ ３８．５％ ２３．１％ ３０．８％

２６．７％ ２６．７％ ２６．７％ ２０．０％

３８．５％ ３０．８％ １５．４％ １５．４％

３３．３％ ５３．３％ １３．３％

３０．８％ ３８．５％ １５．４％ １５．４％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

２５．０％ ５０．０％ ８．３％ １６．７％

２６．７％ ２０．０％ １３．３％ ４０．０％

２３．１％ ３０．８％ ３０．８％ １５．４％

４０．０％ ２６．７％ ３３．３％

７．７％ ３８．５％ ５３．８％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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３８．５％と両者の間には差がみられる。「本国人社員を積極的に活用している」

について肯定的に捉える企業の割合でも，中国市場重視企業群が８６．６％，そ

の他市場重視企業群が６９．３％であり，「国籍によって異なる人事制度を採用し

ている」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群で

４０．０％にあるのに対して，その他市場重視企業群では７．７％に過ぎない。ま

た，「世界的に情報を共有している」について肯定的に捉える企業の割合は，

中国市場重視企業群が６０．０％，その他市場重視企業群が６１．６％とあまり差は

みられないが，特に肯定的に捉える企業の割合では，中国市場重視企業群が

２６．７％，その他市場重視企業群が１５．４％と少なからず差がみられる。それ以

外の項目で両者の間にあまり差はみられない。

以上の分析から，技術水準の高さや競争力の検証を重視する傾向の強く，日

本で獲得した技術を活用することを重視するとともに，コスト競争力を強化す

る傾向が相対的強いその他市場重視企業群は，中国市場重視企業群に比べて，

在日法人への権限委譲の程度が大きい。それに対して，人材確保や企業間ネッ

トワークの構築に魅力を感じる傾向の強い中国市場重視企業群は，その他市場

重視企業群に比べて，本国出身者従業員の有効な活用と育成する組織管理体制

の構築を志向していることが指摘される。

（５） 企業統治体制

最後に，中国市場重視企業とその他市場重視企業の在日法人の企業統制体制

について，その平均値と構成比で比較分析してみることにする。

平均値でみると，「株主の意見を経営に反映させている」，「グループ企業の

支配関係を強化している」，「完全持株会社によって統括している」，「積極的に

情報を開示している」「日本法人は自律的に事業展開している」，「コンプライ

アンスが有効に機能している」，「経営トップの国籍は問わない」の７つの項目

で，２つの企業群の間で少なからぬ差がみられる。その内，「グループ企業の

支配関係を強化している」，「完全持株会社によって統括している」，「コンプラ

イアンスが有効に機能している」，「経営トップの国籍は問わない」の４項目で

は中国市場重視企業群のポイントが高く，それ以外の３つの項目では，その他

市場重視企業群のポイントが相対的に高くなっている。

これを構成比によって分析していくと，「グループ企業の支配関係を強化し
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ている」について肯定的に捉える企業の割合では，中国市場重視企業群が

７１．４％，その他市場重視企業群が６６．７％で，あまり差はみられない。しかし，

「完全持株会社によって統括している」について肯定的に捉える企業の割合は，

中国市場重視企業群が９２．９％，その他市場重視企業群が６１．６％で，特に肯定

的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群が４２．９％，その他市場重視企

業群が１５．４％と少なからず差がみられる。また，「コンプライアンスが有効に

機能している」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視企業群が

７３．３％，その他市場重視企業群が６６．７％とあまり差がみられないが，特に肯

定的に捉える企業の割合では，中国市場重視企業群が２０．０％であるのに対し

て，その他市場重視企業群では０％と少なからず差がみられる。さらに，「経

営トップの国籍は問わない」について肯定的に捉える企業の割合は，中国市場

重視企業群が６４．３％，その他市場重視企業群が６１．５％と差がみられないが，

特に肯定的に捉える企業だけでは，中国市場重視企業群が４２．９％であるのに

対して，その他市場重視企業群は７．７％と少なからず差がみられる。

他方，「株主の意見を経営に反映させている」については，肯定的に捉える

企業の割合は，中国市場重視企業群が６４．３％，その他市場重視企業群が８４．６％

であるが，特に肯定的に捉える企業の割合をみると，中国市場重視企業群が

２８．６％，先進国企業が３０．８％であまり大きな差はみられない。しかし，「積極

図表４－７ 企業統治体制に関して中国企業の比較

質問項目 中国市場重視 その他市場重視

１ 株主の意見を経営に反映させている ２．７９ ３．００

２ グループ企業の支配関係を強化している ２．７９ ２．５８

３ 完全持株会社によって統括している ３．２９ ２．６２

４ 従業員持株比率が高まっている １．２９ １．４６

５ 積極的に情報開示している ２．５０ ２．９２

６ 日本法人は自律的に事業展開している ３．０７ ３．３８

７ コンプライアンスが有効に機能している ２．８０ ２．４２

８ 内部統制が健全に機能している ２．８０ ２．９２

９ 日本以外の法的規制を意識している ２．８７ ３．００

１０ 経営トップの国籍は問わない ２．８６ ２．３８

１１ トップは改革推進型経営者である ２．９３ ３．０８
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的に情報開示している」について特に肯定的に捉える企業の割合では，中国市

場重視企業群が７．１％，その他市場重視企業群が３８．５％で少なからず差がみ

られる。また，「日本法人は自律的に事業展開している」について肯定的に捉

える企業の割合は，中国市場重視企業群が８５．７％，その他市場重視企業群が

８４．６％とほぼ差はないが，特に肯定的に捉える企業の割合は，中国市場重視

企業群が２８．６％，その他市場重視企業群が５３．８％と少なからず差がみられる。

これら以外の項目では両者の間にあまり大きな差はみられないが，「日本以外

の法的規制を意識している」について，その他市場重視企業群の割合が多くな

っていることから，その企業群のターゲットがグローバルな市場にあり，それ

図表４－８ 企業統治体制に関して中国企業の構成比の比較

１ 株主の意見を経営に反
映させている

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

２ グループ企業の支配関
係を強化している

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１２

３ 完全持株会社によって
統括している

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

４ 従業員持株比率が高
まっている

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

５ 積極的に情報開示して
いる

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

６ 日本法人は自律的に事
業展開している

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

７ コンプライアンスが
有効に機能している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１２

８ 内部統制が健全に機能
している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

９ 日本以外の法的規制を
意識している

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

１０経営トップの国籍は問
わない

a 中国 n＝１４

b 中国以外の市場 n＝１３

１１トップは改革推進型経
営者である

a 中国 n＝１５

b 中国以外の市場 n＝１３

２８．６％ ３５．７％ ２１．４％ １４．３％

３０．８％ ５３．８％ ０．０％ １５．４％

１４．３％ ５７．１％ ２１．４％ ７．１％

１６．７％ ５０．０％ ８．３％ ２５．０％

４２．９％ ５０．０％ ０．０％７．１％

１５．４％ ４６．２％ ２３．１％ １５．４％

２８．６％ ７１．４％

７．７％ ３０．８％ ６１．５％

７．１％ ５７．１％ １４．３％ ２１．４％

３８．５％ ３０．８％ １５．４％ １５．４％

２８．６％ ５７．１％ ７．１％ ７．１％

５３．８％ ３０．８％ １５．４％

２０．０％ ５３．３％ １３．３％ １３．３％

６６．７％ ８．３％ ２５．０％

２０．０％ ５３．３％ １３．３％ １３．３％

７．７％ ７６．９％ １５．４％

２０．０％ ５３．３％ ２０．０％ ６．７％

２３．１％ ６１．５％ ７．７％ ７．７％

４２．９％ ２１．４％ １４．３％ ２１．４％

７．７％ ５３．８％ ７．７％ ３０．８％

２６．７％ ４６．７％ ２０．０％ ６．７％

４６．２％ ３０．８％ ７．７％ １５．４％

その通りである ある程度そう思う あまりそう思わない そう思わない
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ら企業群の企業統治体制は先進地域企業群のそれに近いと考えられる。

以上の分析から，中国市場重視企業では，トップの国籍を重視しないものの，

その他市場重視企業群に比べて，在日法人の経営の自律性は相対的に低い。ま

た，日本市場におけるコプライアンスや内部統制について，中国市場重視企業

群の意識は高いが，情報開示など経営のグローバル・スタンダードを重視する

点では，その他市場重視企業の方が高い傾向にあるといえる。

（６） ファインディングス

これまで本節では，アンケート調査に回答してくれた企業の内，中国企業だ

けを抽出し，さらにそれを「中国市場を重視する企業群（中国市場重視企業

群）」と「中国以外の市場を重視する企業群（その他市場重視企業群）」とに２分

して，それぞれの在日法人における経営体制の比較分析を行ってきた。その結

果，ファインディングスは以下のようにまとめることができる。

中国市場重視企業群とその他市場重視企業群の２つの企業群における日本市

場の魅力についての認識には差異があり，中国市場重視企業群は，人材確保や

企業間ネットワークに魅力を感じる傾向が強く，その他市場重視企業群は，技

術水準の高さや競争力の検証に魅力を感じる傾向にあって，両者の日本市場進

出の目的に差異があると考えられる。

そうした異なる進出目的をもった２つの企業群における在日法人の日本市場

での事業展開をみてみると，前者の中国市場重視企業群は，日本国内において

企業間ネットワークを構築しながら，グローバル・グループ企業関連の新規事

業を立ち上げることを志向する傾向にあるのに対して，後者のその他市場重視

企業群は，コスト競争力を強化するとともに，日本で獲得した技術をグローバ

ル市場で活用することに焦点をあてていると理解される。

また，組織管理体制では，中国市場重視企業は，グループ企業間の人材交流

を積極的に進めると共に，グローバル・グループ企業の社員を積極的に活用す

る傾向が強く，人事制度も社員の国籍によって異なる制度を取り入れている。

それに対して，その他市場重視企業群は，中国市場重視企業群に比べて，在日

法人のトップの意思決定の幅も広く，在日法人に対して権限委譲がなされてい

ると考えられる。
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５． ファインディングスのまとめ

最後に，これまでのアンケート調査分析から得られたファインディングスに

基づいて，「再回来企業」の在日法人の経営特性を明らかにして本稿を結ぶこ

とにする。

（１） 中国企業の経営特性

本稿では，まず中国大陸に本社を置く「中国企業群」と，香港及び台湾に本

社を置く「先進地域企業群」との比較分析及び「中国市場を重視する中国企業

群」と「中国市場を重視する先進地域企業群」との比較分析から得られたファ

インディングスから４），中国企業の在日法人の経営特性について考察していく

ことにする。

第一に，アンケートに回答してくれた企業を，「中国企業群」と「先進地域

企業群」とに分類して分析した結果，以下のようなファインディングスが得ら

れた。

在日法人の設立形態では，両企業群ともに，在日法人の多くが親会社の単独

出資による企業である。しかし，単独出資以外の設立形態では，中国企業群で

は買収によるものが相対的に多く，先進地域企業群では合弁によるものが相対

的に多い。また，在日法人の経営トップの国籍について，両企業群はともに，

「経営トップの国籍は問わない」と回答しているものの，中国企業群ではおよ

そ７割を本国人（中国人）が占めており，その数は先進国企業群を大きく上回

っている。

日本市場の魅力では，先進地域企業群と比較して中国企業群は，日本市場が

有能な人材を抱え，研究開発環境が整備され，グローバル企業が集積している

魅力的な市場である点を評価している。また，日本国内での事業展開について，

先進地域企業群では日本の製品・サービスをグローバルに展開する志向が相対

的に強いのに対して，中国企業群では日本で獲得した技術を活用することによ

って既存事業を強化するとともに，グローバル・グループ企業の事業と関連す

る新規事業を日本国内で立ち上げることを志向する傾向にある。

組織管理体制では，先進地域企業群と比較して，中国企業群は在日法人に人
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事権を委譲する傾向にあるが，本国人を積極的に採用し在日本法人で教育する

傾向が相対的に強い。また，情報開示やコンプライアンスについては，先進国

企業群と比較して強く意識する傾向にある。

第二に，「中国市場を重視する企業群」だけを抽出し，それを「中国企業群」

と「先進地域企業群」とに分類して分析を行った。その結果，以下のようなフ

ァインディングスが得られた。

日本市場の魅力に関して，中国市場を重視する先進地域企業群が，日本市場

の規模や先進性を高く評価しているのに対して，中国市場を重視する中国企業

群は，人材や研究開発環境の面で高く評価する傾向にある。また，事業展開で

は，中国企業群の在日法人は，グローバル・グループ企業が展開している既存

事業と，それに関連する新規事業を日本市場において展開する傾向にある。加

えて，同業の日本企業との提携を通じて，事業を展開していく傾向が相対的に

強い。

組織管理体制について，中国企業群は，先進地域企業群に比べて，グローバ

ル・グループ企業との間で人材交流を積極的に進めることに加えて，本国社員

を多く採用し人材育成も日本で行う傾向が相対的に強く，社員の国籍によって

異なる人事制度を取り入れる傾向にある。ただし，事業展開の自由度が高いと

答える企業の割合が高いにも関わらず，日本法人の人材配置に関する権限委譲

の程度は，先進地域企業群に比べて低い傾向にある。また，企業統治体制の点

で，中国企業群は，先進地域企業群に比べて，グローバル・グループ企業によ

るコントロールの度合いが強いが，コンプライアンスや情報開示の点では，そ

れを強く意識する傾向にある。

以上の２つの比較分析から，中国企業の在日法人の全体的経営特性としては，

有能な人材を抱え，研究開発環境が整備され，グローバル企業が集積している

魅力的な日本市場において，本社の強いコントロールの下で本国人を多く採用

し，日本国内で人材育成などにも力を入れるという点を指摘することができる。

（２）「再回来戦略」企業の経営特性

最後に，本研究が仮設してきた「再回来戦略」企業の特徴を明らかにするた

めに，前節でみてきた経営特性を有してグローバル展開をしている中国企業群

を，「中国市場を重視する企業群（中国市場重視企業群）」と「中国以外の市場を
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重視する企業群（その他市場重視企業群）」とに分類して比較分析した。その結

果，得られたファインディングスは，「再回来戦略」をとっている企業群の経

営特性だといえる。

ファインディングスの第一は，中国市場重視企業群（「再回来戦略」をとる企

業群）とその他市場重視企業群（「走出去戦略」をとる企業群）の２つの企業群の

日本市場の進出の目的には差異があるということである。中国市場重視企業群

では，人材確保や企業間ネットワーク構築を目的としているのに対して，その

他市場重視企業群は，技術水準の高さや競争力の検証することを目的としてい

るということである。

第二は，そうした異なる進出目的をもった２つの企業群の在日法人による日

本市場での事業展開には少なからず違いがみられるということである。中国市

場重視企業群は，日本国内において企業間ネットワークを構築しながら，グロ

ーバル・グループ企業関連の新規事業を立ち上げることを志向しているのに対

して，その他市場重視企業群は，相対的に，コスト競争力を強化することに重

点を置き，日本で獲得した技術をグローバル市場で活用することに焦点を当て

ているといえる。

また，中国市場重視企業群は，グループ企業間の人材交流を積極的に進める

とともに，人事制度についても社員の国籍によって異なる制度を取り入れ，グ

ローバル・グループ企業の社員を積極的に活用する傾向が強いのに対して，そ

の他市場重視企業群は，在日法人のトップの意思決定権限が大きく，相対的に

自律を維持しながら運営している。さらに，中国市場重視企業群は，コンプラ

イアンスや内部統制を意識した経営を志向しているのに対して，その他市場重

視企業は日本以外の法的規制を強く意識する傾向が強い傾向にあるということ

である。

これらのファインディングスから，未だ成長過程にある中国市場での事業拡

大を重視して事業を展開している「再回来戦略」を実現することを目的にグロ

ーバル事業を展開している中国企業の在日法人の経営特性は，次のようにまと

めることができる。すなわち，グローバル・グループ企業の強いコントロール

の下で，中国人社員を積極的に採用・育成し，取引先を含めた日本企業との関

係を強めながら，関連技術の習得や企業間ネットワークの構築を実現すること

によって，グローバル・グループ企業の中国市場での事業の成長に貢献するこ
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とに焦点をおいたグローバル戦略を展開しているのである。また，「再回来戦

略」をとっている中国企業群は，中国企業と先進地域企業との比較分析から得

られた中国企業の特性をより強化した形で中国本社との強い関係を維持する経

営を実現しているのに対して，海外市場の拡大に焦点をおく中国企業は，グロ

ーバルな事業展開でより先進的な先進地域企業群に近い経営特性を持っている

ということができるのである５）。

以上，本稿では，「再回来企業」の経営特性を明らかにするための定量分析

を行ってきたが，さらに仮説を検証するために中国企業の在日法人の事例研究

による定性的分析を進めていくことにする６）。

１） 岩�尚人，黄賀，「中国の経済成長と展望」成城大学経済研究所研究報告，No. 70 (2016)
に詳しい。

２） 本アンケート調査では，４点尺度で質問した。その集計結果は，「その通りである」を４

点，「ある程度そう思う」を３点，「あまりそう思わない」を２点，「そう思わない」を１点

として計算し，その平均を求めている。

３） 本稿において，「肯定的に捉えている」という表現を用いている場合，アンケートの回答

が「その通りである」及び「ある程度そう思う」を合わせたものであり，「特に肯定的に捉

えている」と表現している場合には，アンケートの回答が「その通りである」だけを示して

いる。

４） 図表１‐１を参照。

５） 本稿の中では直接触れていないが，「中国以外の市場を重視する中国企業群」と，「中国以

外の市場を重視する先進地域企業群」との比較をすると，その経営特性には少なからず類似

点がみられる。

６） 黄賀，「中国企業のグローバル事業展開に関する研究」第５章，（２０１６年３月），pp134-183

に詳しい。

付記

本稿の基本的アイデアや文献レビューなどは，黄賀の研究をベースにしたものであり，それに

対し岩�が加筆・修正した論文である。なお，本研究は，成城大学経済研究所の第３部研究プロ
ジェクト「多極化するグローバル社会におけるビジネスシステムの構築に関する研究」（２０１４―

２０１５年度）の成果の一部である。

（いわさき・なおと 成城大学経済学部教授）
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